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I. 食品廃棄ゼロエリア創出等の支援 

第１章 食品廃棄ゼロエリア創出の推進に関するモデル事業の実施支援 
地域脱炭素ロードマップ（令和３年６月、国・地方脱炭素実現会議）の内容を踏まえ、食品廃棄ゼ

ロエリアの創出を推進するため、食品関連事業者や地方公共団体等が連携して実施するモデル事業

の支援を行った。 
モデル事業は環境省により公募を行い、事前審査及び検討会による審査を経て事業等を決定した。

具体的には、モデル事業をより効果的に推進するため、事業の採択に係る事前審査１回、事業の採

択、事業のキックオフ及び終了報告時の計４回の検討会を開催し、有識者の知見を取り入れながら

モデル事業の支援を行った。 
支援にあたっては、モデル事業実施者（食品関連事業者、地方公共団体等）との打合せ（オンライ

ンで各３回程度）等を実施し、事業実施者が困難な温室効果ガス削減効果やその他の効果の試算や

拡大推計をはじめ事業の実施に必要な技術的支援等を行った。また、事業費の確認と支払いを行い、

事業終了後に使用した金額を確認し減額の変更契約を実施した。 
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１．モデル事業の実施 

本モデル事業では、部門Ⅰ「食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業」、部門Ⅱ「食品廃棄ゼロエリア

推進方策導入モデル事業」の２部門で合計９件程度の事業を採択するものとした。審査の結果、部門

Ⅰでは３件、部門Ⅱでは６件の事業を採択した。 
 

図表 1 令和６年度 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等 部門一覧 

部門 部門の名称、概要 募集件数 

部門 I 

食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業 

業態や地域ごとの特性を踏まえた食品ロス削減対策と食品リサ

イクルの推進によって特定のエリア内の食品廃棄ゼロ（食品の焼

却・埋立ゼロ）を実現するモデルを創出するもの。 

具体的には、本モデル事業期間内に必ず食品廃棄ゼロを（期間限

定であっても）達成し、食品廃棄ゼロエリア創出に向けた食品ロ

ス削減を含めた食品循環資源の再生利用等に係る課題整理、取組

の実施に伴う効果検証（導入前後の食品廃棄物等の発生量の比較

等の定量的な検証等）、事業継続に向けたスキーム検討、普及啓

発資材の活用、関係主体との連携・調整等に対し、その費用の支

援及び技術的支援を行うものとした。 

合計で９件程度 

※支援総額 4,000 万円

（税込） 

部門Ⅱ 

食品廃棄ゼロエリア推進方策導入モデル事業 

業態や地域ごとの特性を踏まえた食品ロス削減対策と食品リサ

イクルの先導的な推進方策を導入し、将来的な食品廃棄ゼロエリ

アの創出に資するモデルを創出するもの。 

具体的には、食品廃棄ゼロエリア創出に向けた食品ロス削減を含

めた食品循環資源の再生利用等に係る課題整理、取組の実施に伴

う効果検証（導入前後の食品廃棄物等の発生量の比較等の定量的

な検証等）、事業継続に向けたスキーム検討、普及啓発資材の活

用、関係主体との連携・調整等に対し、その費用の支援及び技術

的支援を行うものとした。 

（注）実施主体は部門Ⅰ・Ⅱ共に地方公共自治体及び事業者等とした。事業者等は以下①～⑥を想定し、「暴力団排

除に関する誓約事項」に誓約できることを条件とした。①民間企業、②一般社団法人・一般財団法人・公益社団法

人及び公益財団法人、③事業ごとの特別法の規定に基づき設立された協同組合等、④特定非営利活動法人、⑤学校

法人、⑥その他団体（モデル事業実施に必要な経理基盤、実施体制を有する団体に限る）。 
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１.１  食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業（部門Ⅰ） 

本部門においては、業態や地域ごとの特性を踏まえた食品ロス削減対策と食品リサイクルの推進

によって特定のエリア内の食品廃棄ゼロ（食品の焼却・埋立ゼロ）を実現するモデルを創出するこ

とを目的とした。そのために、食品廃棄ゼロエリア創出に向けた食品ロス削減を含めた食品循環資

源の再生利用等に係る課題整理、取組の実施に伴う効果検証（導入前後の食品廃棄物等の発生量の

比較等の定量的な検証等）、事業継続に向けたスキーム検討、普及啓発資材の活用、関係主体との連

携・調整等に対し、その費用の支援及び技術的支援を行った。 
事前審査の結果、図表 2 に示す３件の事業を採択した。 
 

図表 2 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業（部門Ⅰ） モデル事業一覧 

実施団体 事業の名称 事業の概要 

エイチ・ツー・

オー リテイ

リング株式会

社 

地域とともに実現する食品廃棄

ゼロエリアプロジェクト 2024 

 これまで兵庫県川西市で取り組んできた取組

のさらなる深掘りに加えて、新たなエリアへの拡

大を図るもの。家庭で料理の際に出る生ごみを廃

棄せず、コンポストを使って堆肥化する取組を他

エリアに展開する他、「食品廃棄ゼロエリアシン

ポジウム（仮称）」等の開催により、食品廃棄ゼロ

エリア自体の認知向上・価値向上を図り、食品廃

棄ゼロエリアとしての継続性・発展性の向上を目

指す。 

一般社団法人 

食品ロス・リ

ボ ー ン セ ン

ター 

相模原市立小学校における食品

廃棄ゼロエリア事業 

 相模原市内で食品リサイクルに取り組む小学

校を対象に、食品廃棄ゼロの達成を目指す取組。

給食残渣を分別徹底することにより、飼料化困難

物をメタン発酵原料として活用する等、小学校を

中心としたリサイクルループを形成する。また、

食育授業や食品リサイクル工場への親子見学会

等を通じて、児童・保護者への意識改革にも取り

組む。 

NPO 法人 リ

ビエラ未来創

りプロジェク

ト 

マリーナ内レストラン事業にお

ける食品ロス削減と地域内完全

循環エコシステム確立、環境教育

とサステナブルツーリズムおよ

びフードドライブの実現 

 神奈川県逗子市のリビエラ逗子マリーナとそ

の周辺地域を対象に、食品廃棄ゼロの達成を目指

す。具体的には、レストラン残菜からのコンポス

ト化、堆肥による野菜栽培、レストランでの再利

用を通じた完全リサイクルループの実現、

mottECO を通じた食べ残し削減の推進、フードド

ライブによる食品寄付の促進、環境教育及びサス

テナブルツーリズム等の食品ロスの削減と環境

保護に対する包括的なアプローチに取り組む。 
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１.１.１  エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社：地域とともに実現する食品廃棄ゼロエリアプロジェクト 2024 
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１.１.２  一般社団法人 食品ロス・リボーンセンター：相模原市立小学校における食品廃棄ゼロエリア事業 
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１.１.３  NPO 法人 リビエラ未来創りプロジェクト：マリーナ内レストラン事業における食品ロス削減と地域内完全循環エコシステム確立、環境教

育とサステナブルツーリズムおよびフードドライブの実現 
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１.２  食品廃棄ゼロエリア推進方策導入モデル事業（部門Ⅱ） 
本部門においては、業態や地域ごとの特性を踏まえた食品ロス削減対策と食品リサイクルの先導

的な推進方策を導入し、将来的な食品廃棄ゼロエリアの創出に資するモデルを創出することを目的

とした。そのために、食品廃棄ゼロエリア創出に向けた食品ロス削減を含めた食品循環資源の再生

利用等に係る課題整理、取組の実施に伴う効果検証（導入前後の食品廃棄物等の発生量の比較等の

定量的な検証等）、事業継続に向けたスキーム検討、普及啓発資材の活用、関係主体との連携・調整

等に対し、その費用の支援及び技術的支援を行った。 
事前審査の結果、図表 3 に示す６件の事業を採択した。 
 

図表 3 食品廃棄ゼロエリア推進方策導入モデル事業（部門Ⅱ） モデル事業一覧 

実施団体 事業の名称 事業の概要 

株式会社  三
友環境総合研

究所 

SAIKAI COFFEE for Office オ

フィスから出る 「コーヒー豆か

す」 を廃棄から資源循環へ 

 渋谷区内及び相模原市の施設、企業から排出さ

れたコーヒー豆かすを再資源化するスキームの

構築を目指す取組。排出者によって乾燥処理させ

たコーヒー豆かすを原料として、肥料堆肥化・飼

料化。その後、農家・酪農家によってそれらの飼

料堆肥・飼料を活用して作物・ミルク・加工品を

生産、排出者へ提供するといった循環モデルの形

成を目指す。 

合同会社  渋
谷肥料 サーキュラースイーツ 

 大都市の大型商業ビルから排出された生ごみ

を肥料として再生させ、周辺地域で農作物を育て

るために使用する。収穫した農作物は生ごみの排

出元の地域で再び仕入れることで都市と地域に

おける循環の仕組みを設計する。さらに市場の大

きさや発信力といった大都市ならではの強みを

生かし、仕入れた農作物から付加価値の高い商品

を生み出して地域資源の６次産業化を実現する。

同時に商品そのものにフードロスを減らす創意

工夫を取り入れることで食品廃棄の削減も目指

す。 

NPO 法人 ダ
イバーシティ

ワールド 

食品廃棄ゼロエリアの全国拡大

を見据えた、フードバンクポータ

ルアプリ「Messhare（メシェア）」

の産官学 NPO 連携による実証実

験（PR キャンペーンと効果検証） 

 食品寄付のオンライン取引と mottECO 含むド

ギーバック協力店の MAP 表示ができるフードバ

ンクポータルアプリ「Messhare（メシェア）」の PR
キャンペーンとして特定地区内のイベント会場

や協力店等でアプリの啓発等を行うほか、食品廃

棄ゼロエリア創出に向けた効果検証と、食品廃棄

ゼロエリアの全国拡大を見据えたアプリの改善

を実施する。 

福岡市 食品廃棄ゼロスクールモデル事

業 

 小学校給食から発生する食品廃棄をゼロにす

るため、モデル校において児童が給食の食べ残し

を減らす取組を自ら考え実践するとともに、小学

校での調理くず等の堆肥化やメタン化施設での

資源化に取り組む。また、効果や全校展開に向け

た課題の検証を行うことで、学校現場において実

践可能かつ効果的な食品廃棄物の削減手法を検

討する。 
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三重県 

伊賀市流 ICT 等を活用したか

ん食の術 ～感謝の心で 完食

できる 地球環境にやさしい学

校を目指して～ 

 子どもたちが食べ物を大事にし、食料生産等に

関わる人々へ感謝する心をもったり、食事の喜び

や楽しさを感じたりすることで、自らの給食の残

食減につなげることを目指す取り組み。栽培学

習、出前授業、現場学習等による教育活動、給食

の残食減に向けた啓発動画の作成、給食で出た野

菜くずの肥料化、未利用食材の学校給食への活用

等に取り組む。 

ヤマダイミズ

アブ 

ヤマダイミズアブ企画：生ゴミ→

資源化循環プロジェクト：“山大

生・教職員の自宅生ゴミ”が“持

続可能で環境に配慮した無農薬

米”になって帰ってくる！ 

 山形大学の学生及び教職員が自宅から持参す

る生ゴミを、ヤマダイミズアブ式資源化処理シス

テム（アメリカミズアブの幼虫に食べさせて、

育った幼虫を家畜などの餌に、幼虫のフンを肥料

にする）を用いて資源化することで、肥料や飼料

へと変換する新たなプロセスの導入を目指す取

組。新しい生ゴミ処理ネットワークの構築に繋げ

ます。 
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１.２.１  株式会社 三友環境総合研究所：SAIKAI COFFEE for Office オフィスから出る 「コーヒー豆かす」 を廃棄から資源循環へ 
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１.２.２  合同会社 渋谷肥料：サーキュラースイーツ 
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１.２.３  NPO 法人 ダイバーシティワールド：食品廃棄ゼロエリアの全国拡大を見据えた、フードバンクポータルアプリ「Messhare（メシェア）」の

産官学 NPO 連携による実証実験（PR キャンペーンと効果検証） 
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１.２.４  福岡市：食品廃棄ゼロスクールモデル事業 
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１.２.５  三重県：伊賀市流 ICT 等を活用したかん食の術 ～感謝の心で 完食できる 地球環境にやさしい学校を目指して～ 
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１.２.６  ヤマダイミズアブ：ヤマダイミズアブ企画：生ゴミ→資源化循環プロジェクト：“山大生・教職員の自宅生ゴミ”が“持続可能で環境に配慮

した無農薬米”になって帰ってくる！ 
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１.３  モデル事業の成果概要一覧 
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２．事前審査、審査委員会及び検討会の開催 

「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」の採択にあたっては、環境省により公募を

行い、事前審査及び検討会による審査を経て事業等を決定した。具体的には、モデル事業をより効

果的に推進するため、事業の採択に係る事前審査１回、事業の採択、事業のキックオフ及び終了報

告時の計４回の検討会を開催し、有識者の知見を取り入れながらモデル事業の支援を行った。 
以下、それぞれの開催概要等を整理する。 
 

２.１  開催概要 

２.１.１  「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」に関する事前審査 

＜実施概要＞ 
■実施形式：書面により実施 
■実施内容：応募団体が提出した「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」に対する

申請書について、審査基準に基づき、審査委員に事前審査いただいた。 
 

＜審査委員＞ 
非公表のため省略 
 

２.１.２  「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」に関する審査委員会 

＜開催概要＞ 
■日時：令和６年６月 11 日（火） 10：00～12：00 
■場所：オンライン会議（非公開） 
■実施内容：先述の事前審査結果も踏まえ、審査基準に基づき、「令和６年度食品廃棄ゼロエリ

ア創出モデル事業等」で採択すべき団体・申請書について審査委員に審査いただいた。 
 
＜議題＞ 
（１）事業申請内容の振り返り・事前審査結果について 

１. 部門Ⅰ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業 
２. 部門Ⅱ 食品廃棄ゼロエリア推進方策導入モデル事業 

（２）本審査委員会における評価順位の決定 
（３）その他（今後のスケジュール、申請事業の改善に向けたご意見など） 

 
＜出席者＞ 
非公表のため省略 
 

＜資料一覧＞ 
資料１ 委員名簿 
資料２ 「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」に関する審査委員会における選

定について 
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資料３ 事前審査の集計結果 
資料４ 「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」のスケジュール 
参考資料１ 各委員の事前審査結果 

参考資料２ 申請書類（申請書及び添付資料）（12件） 

参考資料３ 申請事業の概要一覧 

 

２.１.３  令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等に関する検討会（第１回） 

＜開催概要＞ 
■日時：令和６年７月 16 日（火） 10：00～12：00 
■場所：オンライン会議（非公開） 
■実施内容：「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」に採択された事業の中から、

部門Ⅰの採択事業（２件）、部門Ⅱの採択事業（２件）について、各実施団体から発表を行っ

た。各採択事業について、実施団体と有識者の意見交換を実施し、事業内容・効果測定の方法

などの助言等を得た。 
 
＜議題＞ 
（１）「部門Ⅰ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業」の事業実施計画について（前半）（１件） 

〇NPO 法人 リビエラ未来創りプロジェクト 
（２）「部門Ⅱ 食品廃棄ゼロエリア推進方策導入モデル事業」の事業実施計画について（２件） 

〇三重県 
〇ヤマダイミズアブ 

（３）「部門Ⅰ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業」の事業実施計画について（後半）（１件） 
〇エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 

（４）その他 
 
＜出席者＞ 

非公表のため省略 

 

＜資料一覧＞ 
資料１ 委員・出席者名簿 
資料２ ［部門Ⅰ］NPO 法人 リビエラ未来創りプロジェクト 
資料３ ［部門Ⅱ］三重県 
資料４ ［部門Ⅱ］ヤマダイミズアブ 
資料５ ［部門Ⅰ］エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 
参考資料 検討会の進め方について 
 

２.１.４  令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等に関する検討会（第２回） 

＜開催概要＞ 
■日時：令和６年７月 19 日（金） 10：00～12：00 
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■場所：オンライン会議（非公開） 
■実施内容：「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」に採択された事業の中から、

部門Ⅰの採択事業（１件）、部門Ⅱの採択事業（４件）について、各実施団体から発表を行っ

た。各採択事業について、実施団体と有識者の意見交換を実施し、事業内容・効果測定の方法

などの助言等を得た。 
 

＜議題＞ 
（１）「部門Ⅰ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業」の事業実施計画について（１件） 

〇一般社団法人 食品ロス・リボーンセンター 
（２）「部門Ⅱ 食品廃棄ゼロエリア推進方策導入モデル事業」の事業実施計画について（４件） 

〇株式会社 三友環境総合研究所 
〇合同会社 渋谷肥料 
〇NPO 法人 ダイバーシティワールド 
〇福岡市 

（３）その他 

 
＜出席者＞ 

非公表のため省略 

 

＜資料一覧＞ 
資料１ 委員・出席者名簿 
資料２ ［部門Ⅰ］一般社団法人 食品ロス・リボーンセンター 
資料３ ［部門Ⅱ］株式会社 三友環境総合研究所 
資料４ ［部門Ⅱ］合同会社 渋谷肥料 
資料５ ［部門Ⅱ］NPO 法人 ダイバーシティワールド 
資料６ ［部門Ⅱ］福岡市 
参考資料 検討会の進め方について 
 

２.１.５  令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等に関する検討会（第３回） 

＜開催概要＞ 
■日時：令和７年３月 18 日 15：00～17：00 
■場所：オンライン会議（非公開） 
■実施内容：「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」の各団体の事業成果を報告し、

有識者より今後の継続・展開に向けた助言等を得た。 
９件の採択事業のうち、５件の事業成果は各実施団体から発表を行い、４件の事業成果は

事務局より説明を行った。 
 
＜議題＞ 
（１）実施団体からの事業成果報告（５件） 
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［部門Ⅰ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業］ 
〇エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 
〇一般社団法人 食品ロス・リボーンセンター 

［部門Ⅱ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業］ 
〇株式会社 三友環境総合研究所 
〇福岡市 
〇ヤマダイミズアブ 

（２）事務局による事業成果報告（４件） 
［部門Ⅰ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業］ 

〇NPO 法人 リビエラ未来創りプロジェクト 
［部門Ⅱ 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業］ 

〇合同会社 渋谷肥料 
〇NPO 法人 ダイバーシティワールド 
〇三重県 

（３）その他 

 
＜出席者＞ 

非公表のため省略 

 

＜資料一覧＞ 
資料１ 委員・出席者名簿 
資料２ 「令和６年度 食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」事業成果概要版 
資料３ ［部門Ⅰ］エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社 事業報告書 
資料４ ［部門Ⅰ］一般社団法人 食品ロス・リボーンセンター 事業報告書 
資料５ ［部門Ⅰ］NPO 法人 リビエラ未来創りプロジェクト 事業報告書 
資料６ ［部門Ⅱ］株式会社 三友環境総合研究所 事業報告書 
資料７ ［部門Ⅱ］合同会社 渋谷肥料 事業報告書 
資料８ ［部門Ⅱ］NPO 法人 ダイバーシティワールド 事業報告書 
資料９ ［部門Ⅱ］福岡市 事業報告書 
資料 10 ［部門Ⅱ］三重県 事業報告書 
資料 11 ［部門Ⅱ］ヤマダイミズアブ 事業報告書 
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第２章 食品廃棄ゼロエリア創出の手引きの作成 
環境省が過年度に支援したモデル事業の内容・取組状況・効果、他の地域・団体等への展開・波

及状況等の分析等を通して、食品廃棄ゼロエリア1創出に係る知見を整理し、「食品廃棄ゼロエリア

創出の手引き（仮称）」の骨子案として体系的に取りまとめた。 
手引きに掲載すべき情報の整理に当たっては、事業主体がどのような情報を必要としているかを

踏まえるものとし、過年度のモデル事業実施者に対するヒアリングを実施して、整理すべき情報の

妥当性等を確認した。 
以下に実施内容を整理する。 
 

１．「食品廃棄ゼロエリア創出の手引き（仮称）」骨子案に記載すべき内容の整理 

１.１  食品廃棄ゼロエリア創出に係る課題、手引きの想定読者 
第 5 次循環型社会形成推進基本計画（令和 6 年 8 月閣議決定）においては、資源の有効活用及

び環境負荷の低減の観点から、食品ロスの削減はわが国における喫緊の課題であり、2030 年まで

に 2000 年度比で半減する削減目標の達成を目指して徹底的に取り組むこととされている。また、

国と地方が協働・共創して 2050 年までのカーボンニュートラルを実現するための方向性を定め

た「地域脱炭素ロードマップ」（令和 3 年 6 月 9 日）では、「重点対策⑥資源循環の高度化を通じ

た循環経済への移行」の中に、食品廃棄ゼロエリアの創出が位置づけられている。 
本手引き骨子案は、食品廃棄ゼロエリアを目指す関連主体が、同エリアの創出に向けた基本的

な検討のステップや有効な取組を実施するための工夫点に関する情報提供を意図して作成した。

具体的な想定読者としては、自社の事業から排出される食品残渣の削減や社会貢献に取り組みた

い地域の民間事業者・団体等、ならびに食品廃棄ゼロエリアの創出を通じて地域の食品廃棄物等

の削減に取り組みたい自治体の担当者を想定した。 
 

１.２  手引き骨子案の構成 

手引き骨子案の構成は、以下のとおりである。まず全体を【食品廃棄ゼロエリアを知る】【食品

廃棄ゼロエリア創出の検討手順を知る】【効果的な削減策を詳しく知る】の３パートに分けた。さ

らに大項目として、「１.食品廃棄ゼロエリアとは」「２.食品廃棄ゼロエリア創出のための検討手順」

「３.食品廃棄ゼロエリア創出後の継続・拡大」「４.先行事例」「５.参考資料集」を想定した。 
  

 
1 食品廃棄ゼロエリアとは、各主体が食品ロス削減の取組に取り組み、それでも発生してしまう食品循環資源のリサ

イクルを行うことで、食品廃棄ゼロ（＝焼却・埋立ゼロ）が実現したエリアを指す。 
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図表 4 「食品廃棄ゼロエリア創出の手引き（仮称）」骨子案の構成 
大項目 小項目 記載内容 

1. 食品廃棄 
ゼロエリアとは 

1.1. 食品廃棄ゼロエリ

アの概念 食品廃棄ゼロエリアの定義、政策上の位置づけ 

1.2 食品廃棄ゼロエリア

創出の意義  
・食品循環資源の発生量、発生抑制・再生利用の必要性 
・その他の政策目的への貢献 ※例：気候変動対策等 

2. 食品廃棄ゼロ

エリア創出のた

めの検討手順 

2.1 エリアの設定 
・食品廃棄ゼロエリアの設定イメージ 
・エリア全体を面として取組を実施する意義 
・食品廃棄物の発生状況について整理すべき事項 

2.2 具体的な取組の検討 

・食品廃棄ゼロエリア創出のための施策の組み合わせ 
（発生抑制と再生利用の両方を実施する重要性） 

・施策の実施例 

※以下４点は参考情報としてコラムを掲載 
・外食店舗等における食品残渣の見える化手法 
・食品廃棄物量の見える化による啓発効果 
・食品リサイクルループ制度の概要、ループ構築にあ

たってのポイント 
・外食事業者向けの食品リサイクル事例集 

2.3 推進体制の構築 ・関係主体に対する参画の呼びかけのポイント 
・円滑な事業実施のための調整役の役割 

2.4 取組効果の測定 把握すべき効果、効果の測定方法 
3. 食品廃棄ゼロエリア創出後の継続・拡大 継続にあたっての課題、施策例 
4. 先行事例 4.1. 複数の飲食店舗に

おける廃棄ゼロ 
環境省モデル事業の実施概要を中心に、事例を紹介 4.2. 大学のキャンパス

における廃棄ゼロ 
5. 参考資料集 各省庁の関連 HP 等を整理 

 

１.３  過年度のモデル事業実施者に対するヒアリングの実施 

手引きに掲載すべき情報の妥当性を検証するため、過年度環境省モデル事業において食品廃棄

ゼロエリアの創出に取組んだ団体の１つである、公益財団 Save Earth Foundation に対して手引きの

素案を用いたヒアリングを実施した2。 
  

 
2 同団体は、環境省「令和４年度 地方公共団体及び事業者等による食品廃棄ゼロエリア創出の推進モデル事業等」

に採択され、京都市内において食品リサイクルループを実装する取組を実施した。 

 

 

 

食品廃棄 
ゼロエリアを 

知る 

食品廃棄 
ゼロエリア 

創出の 
検討手順 
を知る 

効果的な 
削減策を 
詳しく知る 
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１.４  「食品ゼロエリア創出の手引き（仮称）」骨子案の作成と、発出に向けた検討課題 

上記を踏まえ、本業務では「食品ゼロエリア創出の手引き（仮称）」骨子案を作成した。骨子案

の構成と次年度の発出に向け、追加整理が望ましい内容は次のとおりである。 
 

図表 5 次年度の発出に向け、追加整理が望ましい内容 
大項目 小項目 追加整理すべき事項（案） 

1. 食品廃棄 
ゼロエリアとは 

1.1. 食品廃棄ゼロエリ

アの概念 ­ 

1.2 食品廃棄ゼロエリア

創出の意義  ­ 

2. 食品廃棄ゼロ

エリア創出のた

めの検討手順 

2.1 エリアの設定 ­ 

2.2 具体的な取組の検討 食品リサイクルループ以外の取組の検討や実施にあ

たっての考え方、工夫点の追記 
2.3 推進体制の構築 関連団体との調整にあたっての工夫点の追記 
2.4 取組効果の測定 ­ 

3. 食品廃棄ゼロエリア創出後の継続・拡大 継続にあたっての課題や対策等の追記 

4. 先行事例 

4.1. 複数の飲食店舗に

おける廃棄ゼロ 
過年度環境省モデル事業を中心に事例を追加 

4.2. 大学のキャンパス

における廃棄ゼロ 
5. 参考資料集 最新の関連文書、環境省モデル事業報告書の情報を整理 

 
 

 

 

 

食品廃棄 
ゼロエリアを 

知る 

食品廃棄 
ゼロエリア 

創出の 
検討手順 
を知る 

効果的な 
削減策を 
詳しく知る 
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１.５  手引き骨子案（一部抜粋） 
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第３章 mottECO 導入の手引きの作成 
環境省が過年度に支援したモデル事業の内容・取組状況・効果、他の地域・団体等への展開・波

及状況等の分析等を行い、外食時の食べ残しの持ち帰りに係る知見を整理し、「mottECO 導入の手

引き（仮称）」の骨子案として体系的に取りまとめた。 

手引きに掲載すべき情報の整理に当たっては、海外におけるドギーバッグ3の普及状況や導入事

例等も参考にしつつ、事業主体がどのような情報を必要としているかを踏まえることとした。また、

地域における食品ロス削減に関する専門的知見を有する有識者、過年度のモデル事業実施者、その

他関連団体等を対象に電子メール、電話又は Web 会議でヒアリングを行い、整理すべき情報の妥当

性等を確認した。 
以下、取組の内容を整理する。 
 

１．「mottECO 導入の手引き（仮称）」骨子案に記載すべき内容の整理 

１.１  mottECO 導入に係る課題、手引きの想定読者 

日本では食品ロスが約 472 万トン発生しており、うち事業系は約 236 万トンとされる（令和４

年度実績）。外食事業者から生じる食品ロスは約 60 万トンであり、「作り過ぎ」「食べ残し」が主

な要因として挙げられ、食べ残し持ち帰り（mottECO）は食品ロス削減施策の一つとして挙げられ

る。一方、mottECO に関する認知度・mottECO の実施経験は未だ低く4、また mottECO を希望した

場合に飲食店が対応していない場合も多い。社会における mottECO の認知度向上、mottECO を実

践できる環境整備という課題のうち、後者に関する支援策として「mottECO 導入の手引き（仮称）」

を取りまとめることが望ましいと考えられた。 
そこで、本手引きの主な読者として、mottECO を実施する外食業者等を想定し、外食業者等（ホ

テルなども含む）が実際に mottECO を導入する際に、必要な情報・検討手順等を分かりやすく整

理することを作成方針とした。また、消費者に対する mottECO の啓発、地域の外食事業者の取組

支援という観点では、地方公共団体の役割も重要となる。そこで、地方公共団体が実施できる導入

支援のメニューや留意点も整理することとした。 
 

１.２  手引きに記載すべき内容と構成 

手引きの構成案は、以下のとおりである。大項目として、「１.mottECO とは」「２.外食事業者等

による mottECO 導入方法」「３.地方公共団体による mottECO 導入の支援方法」「４.先行事例」「５.
参考資料集」を想定した。 

  

 
3 「ドギーバッグ」とは、レストランやパーティーで食べきれずに残してしまった料理を持ち帰るための容器を意味

し、家で待つ愛犬にも分けてあげるためと（言い訳をして）持ち帰ったことから、この名がついたとされる。日本

では取組が普及していなかったことから、新たに mottECO（モッテコ）と呼び名を定めるに至った。 
（参考）New ドギーバッグアイデアコンテスト｜環境省、ドギーバッグ普及委員会、消費者庁、農林水産省 

4 環境省「飲食店における食べ残しの持ち帰りに関するアンケート調査」結果報告によると、2021 年時点で「mottECO
（もってこ）という言葉もロゴも知らない」という消費者は 90.0%（n=6,172）、食べ残しの持ち帰り経験は 23.3%
（n=6,172）であった。 
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図表 6 「mottECO 導入の手引き（仮称）」骨子案の構成 
大項目 小項目 記載すべき内容 

1. mottECO 
とは 

1.1 食品ロスの発生状況 ・日本における食品ロスの発生状況 

1.2 mottECO の概要 ・mottECO の概要、取組の流れ 
・「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」の概要 

1.3 mottECO に取り組む 
意義・効果 ・取組主体ごとのメリット、食品ロスの削減効果 

1.4 mottECO の取組状況 ・認知度、mottECO 利用申請者の具体情報 

2. 外食事業

者等による

mottECO 導

入方法 

2.1 現状把握 ・食べ残しの発生状況、発生抑制対策 

2.2 導入に向けた事前検討 
①持ち帰り対象とする料理、②移し替えルール、③容器（価格、

素材）、④消費者への伝達事項、⑤消費者への案内方法、⑥利用

希望の受け付け方 
2.3 導入に向けた具体的な準備

（予算の確保、容器・啓発資材

の調達等） 

①予算の確保、②容器（デザイン、発注先、コスト低減）、③啓

発資材、④従業員への周知 

2.4 効果測定、確認・改善 ・取組効果の把握、オペレーションの改善 
2.5 食中毒発生時の対応等 ・「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」より留意事項を整理 

3. 地方公共

団体による

mottECO 導

入の支援方

法 

3.1 外食事業者による 
導入促進 

・地方公共団体名義による協力店の募集 
・地方公共団体名義による資材等の作成 

3.2 消費者への情報発信 ・地方公共団体名義による周知・啓発 

3.3 導入支援による効果把握 ・アンケート等での効果測定 

4. 先行事例 
4.1 外食業者等による事例 

・環境省モデル事業の実施概要を中心とした事例 
4.2 地方公共団体による事例 

5. 参考 
資料集 

5.1 ガイドライン・啓発資材等 ・各省庁の関連 HP 等の整理 
5.2 環境省モデル事業 ・モデル事業成果報告書 URL 

 

１.３  海外におけるドギーバッグの普及状況や導入事例 

海外において食べ残し持ち帰りに取り組む先行事例は確認されるが、取組が根付く背景には、

いずれも文化的な要因が挙げられる。海外においても、食べ残し持ち帰りに関する取組手順等を

詳細に取りまとめた文書は確認できないが、食べ残し持ち帰りが消費者の自己責任である旨を前

提としつつ、食品の衛生管理における注意点を発信している文書・ウェブサイト（豪州）や、容器

開発時の工夫点や消費者・事業者向けに伝えるべき注意点の検討等を行った実証事業の報告（ス

コットランド）が存在している。また、外食時における過食予防のため、食べきることが難しいも

のについては持ち帰りを進める呼び掛け（米国・ミシシッピ州）も確認された。 
なお、これらの事例や示唆を「mottECO 導入の手引き（仮称）」に加えることも考えられたが、

我が国では「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」が策定されたところであり、同内容を優先的に

情報提供することが望ましいと考え、「海外におけるドギーバッグの普及状況や導入事例」は骨子

案の記載内容に含めないこととした。 
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図表 7 海外におけるドギーバッグの普及状況や導入事例 
国 発行者名、文書名 特記事項 

豪州 
ニューサウスウェールズ州 「Doggy bags」 食べ残しの持ち帰りが消費者の自己責任であ

ることを明記し、事業者・消費者向けの注意

事項を発信（他の州でも同様の情報発信あり） 
西オーストラリア州 「Restaurants – taking 
home leftover food (doggy bags)（発行日不明）」 

英国 
※ ス

コット

ランド 

Zero Waste Scotland「Good to Go Guidance
（2014 年）」、「Good to Go Estimating the 
impact of a formal take­home service on 
restaurant food waste（2014 年７月）」 

ドギーバッグの実証事業「Good to Go」におい

て事業者向けに配布したガイダンス及び報告

書。ドギーバッグの容器開発時の工夫点、消

費者・事業者向けに伝えるべき注意点等を整

理。 

米国 

連邦農務省（ USDA ）  ウェブサイト

「Leftovers and Food Safety」 
食べ残しの持ち帰りにおける消費者向けの注

意事項をまとめたウェブサイト 
ミシシッピ州 「Healthy Choices for Eating Out
（発行日不明）」 

外食店における過食予防のため、食べきるこ

とが難しいものの持ち帰りを進める文書 
 Eat slowly. When you feel you’ve had enough, stop. Ask for a doggie bag, and save it for lunch 

tomorrow.（ゆっくりと食べる。十分に食べたと感じたら、それ以上は食べない。持ち帰

り容器を頼み、翌日の昼食に取っておく。） 
（出所）https://healthyms.com/msdhsite/_static/resources/4326.pdf 

 

１.４  事業主体等に対するヒアリングの実施 

手引きに掲載すべき情報の整理に当たって、地域における食品ロス削減に関する専門的知見を

有する有識者、過年度のモデル事業実施者、その他関連団体等を対象に、手引きの素案を用いたヒ

アリングを実施した5。 
 

２．「mottECO 導入の手引き（仮称）」骨子案の作成と、発出に向けた検討課題 

上記を踏まえ、本業務では「mottECO 導入の手引き（仮称）」骨子案を作成した。骨子案の構成

と次年度の発出に向け、追加整理が望ましい内容は次のとおりである。 
 

図表 8 次年度の発出に向け、追加整理が望ましい内容 
大項目 小項目 追加整理が望ましい内容 

1. mottECO 
とは 

1.1. 食品ロスの発生状況 ・事業系食品ロスの新たな削減目標、当該目標の達成

には消費者の行動変容を促す必要性の整理 
1.2 mottECO の概要  
1.3 mottECO に取り組む 
意義・効果 

・mottECO１件当たりの削減効果、推計事例の紹介 
・自治体・食べきり協力店にとっての利点の追記 

1.4 mottECO の取組状況 ・mottECO ロゴ利用が無料であることの明示（有料と

誤解している自治体も存在するとのこと。） 

2. 外食事業

者等による

mottECO 導

入方法 

2.1 現状把握  

2.2 導入に向けた事前検討 

・容器の価格設定の動向・考え方（有料化を前提に検

討し、原価相当を徴収することが望ましいと整理。） 
・既存容器の素材（FSC 認証、再生 PP、バガス素材、

タルファー材等） 

 
5 2025 年 2 月 4 日 マイボックス普及企業組合、2025 年 2 月 27 日 東京都杉並区、2025 年 3 月 5 日 株式会社セブン

&アイ・フードシステムズ に対し、ヒアリングを実施。 

https://healthyms.com/msdhsite/_static/resources/4326.pdf
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大項目 小項目 追加整理が望ましい内容 

2.3 導入に向けた具体的な準備

（予算の確保、容器・啓発資材

の調達等） 

・予算確保の段取り（検討内容、個数、最低限必要な

資材、１店舗当たりの予算の考え方） 
・容器メーカーの見つけ方 
・調達コストを低減する工夫（mottECO コンソーシア

ムの合同調達方式について、事例として紹介） 
・容器メーカーの最小注文ロット数の例 

2.4 効果測定、確認・改善 ・食品ロス削減効果の試算方法の紹介 
2.5 食中毒発生時の対応等  

3. 地方公共

団体による

mottECO 導

入の支援方

法 

3.1. 外食事業者による 
導入促進 

・自治体名義でオリジナル資材を作ることが前提で

はなく、環境省の共通資材を利用した取組を推奨す

る形式が望ましいこと（容器の費用で支援が中止し

た事例があることも補足。） 
・自治体が協力する利点、容器調達に関する工夫（コ

スト低減・調達個数）、予算取りなど 
・促進事業が終わった際の工夫点 
・個人店舗への取組支援が自治体に期待される行動

であること 

3.2. 消費者への情報発信 

・消費者への情報発信については、3.1 を事業者経由

の発信、3.2 は自治体から直接的な発信であること

の再整理 
・イベントやクッキング教室での啓発 

3.3. 導入支援による効果把握 
・アンケートでの効果測定 
・活用個数を把握し、食品ロス削減効果を試算する事

例の紹介 

4. 先行事例 
4.1. 外食業者等による事例 ・環境省モデル事業の実施概要を中心に、事例紹介 

※他章との重複も考慮して検討。報告書（概要版）を

活用することも一案。 4.2. 地方公共団体による事例 

5. 参考 
資料集 

5.1 ガイドライン・啓発資材等  
5.2 環境省モデル事業  

＜その他 全体＞ 
・ mottECO は事業規模によらない取組と想定されるが、中小規模の事業者では取組状況・考え方・課題
感が異なる可能性も考えられた。中小規模の外食事業者を対象とした事例把握にも取り組むことが望
ましい。例：八喜為社（令和５年度補正モデル事業）、ハジメフーズ社（令和４年度モデル事業） 

・ 外食事業者等の形態に応じて、食べ残しの発生状況が異なる。本手引きでは共通的な内容の提示に留
め、詳細は各事業者に判断いただくことが望ましいと考えられた。 

・ 骨子案と「食べ残し持ち帰り促進ガイドライン」の内容を突合し、加筆可能な情報・要素の充足を確
認することが望ましい。 
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図表 9 mottECO 導入の手引き（骨子案） 

  

  
※「mottECO 導入の手引き（骨子案）」より一部抜粋 
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II. 食品ロス削減推進表彰の実施支援 

令和６年度食品ロス削減推進表彰は、「消費者等に対し広く普及し、食品ロス削減・食品寄附促進

に効果的かつ波及効果が期待できる、食品ロス削減・食品寄附の推進に資する取組を行った者に対

して表彰を行うことにより、食品ロス削減・食品寄附促進の取組を広く国民運動として展開してい

くこと」を目的に実施された。食品ロス削減推進表彰の対象者は、募集期間である令和６年５月 31

日（金）から令和６年７月 31日（水）に応募のあった計 81件の中から、審査委員会での審議を経

て決定された。 
本事業では、令和６年度食品ロス削減推進表彰の実施に当たり、受賞者を選定するための事前審

査及び受賞者の取組等の情報発信を支援した。 
 

第１章 事前審査の支援 

１．事前審査支援の概要 

事前審査支援として、上位候補者への聞き取りと審査委員会の会議内容（議事録）の作成を行っ

た。 
 

１.１  上位候補者への聞き取り 

環境省・消費者庁が主催する審査委員会の開催に先立ち、事前審査の上位候補者（10 名程度）

に対し、事前審査で得られた委員からの指摘事項や、推薦調書等に関して事実に反している内容

（虚偽・誇張等がないか）の有無を確認し、環境省担当官に報告した。確認対象となる候補者は実

際の審査結果に応じて決定し、確認事項や実施方法については環境省担当官の指示に従った。 
 

１.２  審査委員会 

審査委員会にオブザーバーとして同席し、会議内容（議事録）を作成した。また、環境省担当官

と協議の上、会議内容の委員への確認依頼及び取りまとめは消費者庁にて行われた。 
 
＜開催概要＞ 
■日時：令和６年８月 28 日（水）15：30～17：30 
■場所：オンライン会議 
■実施内容：審査委員による事前審査結果、審査基準に基づき、審査委員に食品ロス削減推進表

彰の対象者を審査いただいた。 
 
＜出席者＞ 
（委員長）小林 富雄 日本女子大学 家政学部 教授、食品ロス削減推進会議 委員、 

ドギーバッグ普及委員会 委員長 
（委員） 浅利 美鈴 総合地球環境学研究所 教授 

石川 雅紀 叡啓大学 学長補佐・特任教授 
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増田 悦子 公益社団法人全国消費生活相談員協会 理事長 
山川 肇 京都府立大学大学院 生命環境科学研究科 教授 

＜欠席＞ 
（委員） 崎田 裕子  ジャーナリスト・環境カウンセラー 

全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会 会長 
 

＜議題＞ 
（１）委員紹介等 
（２）消費者庁 選定についての考え方説明及び表彰候補者選定 
（３）環境省 選定についての考え方説明及び表彰候補者選定 
（４）審査委員長による講評 
 
＜資料一覧＞ 
資料１­１ 食品ロス削減推進表彰 評価表（消費者庁） 
資料１­２ 食品ロス削減推進表彰 評価表（環境省） 
資料２­１ 「食品ロス削減推進表彰」における選定について（消費者庁） 
資料２­２ 「食品ロス削減推進表彰」における選定について（環境省） 

 

１.３  審査結果 
審査委員会による審査の結果、食品ロス削減推進表彰の対象者が以下のとおり決定された。 

 
図表 10 令和６年度「食品ロス削減推進表彰」受賞者 

受賞区分 団体名 事業名称 
環境大臣賞 味の素株式会社 フードロス削減プロジェクト「TOO 

GOOD TO WASTE ～捨てたもん

じゃない！～™」を通じた生活者の行

動変容の促進と協業によるローカル

なエコシステム構築への貢献 
内閣府特命担当大臣（消

費者及び食品安全）賞 
一般社団法人全国フードバンク推

進協議会 
全国のフードバンクと連携した食品

寄附促進・食品ロス削減推進事業 
環境事務次官賞 特定非営利活動法人ふうどばんく

東北 AGAIN 
地域からの理解を深めるフードバン

ク活動とフードドライブ活動 
株式会社 野家ホールディングス 食材加工時に廃棄される規格外の玉

ねぎ端材のアップサイクル、ならび

に持続可能なスキーム構築 
消費者庁長官賞 株式会社 セブンーイレブン・

ジャパン 
お店と本部、お客様が一体となって

「エコだ値」（値下げ販売）で食品ロ

ス削減！ 
新潟県フードバンク連絡協議会 子どもの未来応援プロジェクト 

消費者庁次長賞 群馬県富岡市立西小学校 小学生の食品ロス提案で社会が動い

た！『「MOTTINAI」未来をかんがえ

よう。SDGs 献立』 
特定非営利活動法人フードバンク

つばめ 
地域の力で実現！地域のこども達の

明るい未来を創るための食品ロス削

減活動 
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受賞区分 団体名 事業名称 
食品ロス削減推進表彰 
審査委員会委員長賞 

キリンビール株式会社 氷結チー

ム 
「モッタイナイ！を、おいしい！

に。」を合言葉に、おいしいのに規格

外になってしまった果実を使用した

「氷結®mottainai！」で、おいしく

フードロスの削減・果実農家支援に

貢献！ 
日清食品チルド株式会社 食品ロス削減を目指して 「おいし

さ長持ち製法」によるチルド麺の賞

味期限延長 
一般社団法人フードバンク協和 フードバンク活動を通して、食品ロ

スの削減（もったいない）から子供た

ちへ支援活動（おいしい）への「あり

がとうの懸け橋をつくろう！」 
株式会社ロッテ フードバンクと食品メーカーの協業

による、余剰食品の効率的で持続可

能な寄附スキームの構築 
食品ロス削減推進表彰 
審査委員会特別賞 

株式会社アッシェ スーパーマーケットで楽しみながら

自然と食品ロス削減を目指すプログ

ラム「もぐもぐチャレンジ」 
更生保護施設等支援協議会 SDGs 食品プロジェクト【食品ロス

で再犯防止】を 
フクシマガリレイ株式会社 業務用冷凍・冷蔵庫製造・販売企業フ

クシマガリレイの社会貢献活動「ガ

リレイ１％クラブ」でフードバンク

等に業務用冷凍冷蔵庫を寄贈 
プラスフード事務局 出品の平均 90%がレスキューされ

る！高い削減実績率が特徴のサブス

ク型食品ロス削減サービスの運営 
株式会社ライフコーポレーション 持続可能で豊かな社会の実現に貢献

する食品廃棄削減の取り組み 
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第２章 受賞者の取組等の情報発信の支援 

１．支援の概要 

本事業では、受賞者の取組について、環境省ホームページへの掲載、表彰式等を通して情報発信

するに当たり、受賞者の取組を紹介する資料の作成を支援した。具体的には、①受賞者決定の報道

発表に関する資料作成、②受賞者の取組詳細に関する資料作成について、それぞれ支援を行った。

また、受賞者が表彰式に出席し取組を情報発信するに当たり、受賞者との連絡調整等を実施した。 
 

１.１  受賞者決定の報道発表に関する資料作成 

受賞者の取組概要資料案及び審査委員長総評案を作成し、環境省担当官に確認を得た。それぞ

れの資料の様式は、環境省担当官と協議の上、決定した。また、受賞者の取組概要資料案について

は、受賞者に確認を取った。 
 

１.２  受賞者の取組詳細に関する資料作成 

受賞者の取組詳細の紹介資料の作成を依頼し、資料案としてとりまとめ、環境省担当官の確認

を得た。 
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III. 食品ロスポータルサイトの運営支援 

環境省では、食品ロスに関する情報を広く普及し、関係者による食品ロス削減に向けた取組を促

進するため、食品ロス及び食品ロス削減対策に関する情報を網羅的に集約したホームページ「食品

ロスポータルサイト」を平成 30 年 10 月に作成した。 
本業務ではこのホームページのコンテンツの拡充と保守管理等を行った。具体的には、食品ロス

に関する情報を分かりやすいように編集等した上で食品ロスポータルサイトにアップロードすると

ともに、保守管理に関しては、ホームページにシステムエラー等が発生した場合にはこれに対処、月

に１回程度のアクセス解析等を実施した。 
 

１．「食品ロスポータルサイト」の概要 

「食品ロスポータルサイト」は関連する各主体が必要とする情報にアクセスしやすいよう、「消

費者向け情報」「自治体向け情報」「事業者向け情報」「各種イベント等」それぞれのトップページを

設けるサイト構成となっている。 
「食品ロスポータルサイト」URL:http://www.env.go.jp/recycle/foodloss/index.html 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

トップページトップ 「消費者向け情報」トップ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

「自治体向け情報」トップ 「事業者向け情報」トップ 

  

http://www.env.go.jp/recycle/foodloss/index.html
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２．「食品ロスポータルサイト」のコンテンツの拡充 

２.１  自治体職員向け食品ロス削減のための取組事例集に係るコンテンツの拡充 
令和６年 10 月、食品ロスポータルサイトの「自治体向け情報」ページ内に掲載されていた「自

治体職員向け食品ロス削減のための取組マニュアル」から、名称を改め、内容を更新した「自治体

職員向け食品ロス削減のための取組事例集（令和６年 10 月更新版）」に差し替えを行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「自治体向け情報」ページにおける 

「自治体職員向け食品ロス削減のための取組事例集（令和６年 10 月更新版）」 
掲載箇所（ページ左） 
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２.２  食品ロス削減推進表彰に係るコンテンツの拡充 

令和６年 11 月、食品ロスポータルサイトの「各種イベント等」ページ内に、「食品ロス削減推進

表彰 受賞者紹介」として、令和６年度食品ロス削減推進表彰の受賞者の紹介を行った。 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「各種イベント等」トップ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
「令和６年度食品ロス削減推進表彰」受賞者についてのトップページ 
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【環境大臣賞】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【環境事務次官賞】 
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【環境事務次官賞】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【食品ロス削減推進表彰 審査委員会委員長賞】 
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【食品ロス削減推進表彰 審査委員会委員長賞】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【食品ロス削減推進表彰 審査委員会特別賞】 
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【食品ロス削減推進表彰 審査委員会特別賞】 
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２.３  その他のコンテンツの拡充 

令和６(2024)年度の食品ロスポータルサイトお知らせ一覧を下表に整理する。 
 

図表 11 食品ロスポータルサイトのお知らせ一覧（2024 年度） 
年月 タイトル 

2024.11 環境省「令和６年度食品ロス削減推進表彰」受賞者紹介をアップしました! 

2024.10 「自治体職員向け食品ロス削減のための取組事例集」を更新しました。 

2024.10 環境省「令和６年度食品ロス削減推進表彰」受賞者が決定しました! 

2024.06 「令和６年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等の採択結果について」 

2024.06 令和４年度の食品ロス発生量の推計値を公表しました。（環境省、農林水産省） 

2024.06 「令和５年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事業等」の報告書を公表しました。（自治体

向け情報、事業者向け情報） 

2024.05 「令和５年度食品の消費行動に伴う食品ロス削減対策導入モデル事業の採択結果につい

て」 
 

上記の「お知らせ」には記載していないが、令和６年６月の「令和４年度の食品ロス発生量の推

計値を公表」に合わせて、「令和 5 年度食品関連事業者における食品廃棄物等の可食部・不可食部

の量の把握等調査(農林水産省委託事業、報告書詳細版)」、「令和 5 年度食品関連事業者における食

品廃棄物等の可食部・不可食部の量の把握等調査(農林水産省委託事業、報告書概要版)」、「令和５

年度 食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査」の公開を実施した。ま

た、令和６年 12 月、食品ロスポータルサイトで公開していた「家庭系食品ロスの発生状況の把握

のためのごみ袋開袋調査手順書」を「家庭系食品ロスの発生状況の把握のためのごみ袋開袋調査手

順書（令和 6 年 10 月版）」に差し替える等の対応も行った。 
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３．アクセス解析の結果 

３.１  月別アクセス数 
月別アクセス数は以下のとおりである。令和６年４月から令和７年２月までの表示回数の平均

は 10,349 回（2023 年度は 12,402 回）、ユーザーの平均は 6,689 回（2023 年度は 8,182 回）であっ

た。 
最もアクセス数が多かったのは５～６月であり、「令和５年度食品廃棄ゼロエリア創出モデル事

業等」の報告書の公表、令和４年度の食品ロス発生量の推計値の公表等に合わせての閲覧が多かっ

たことが推察される。 
 

図表 12 食品ロスポータルサイトへの月別アクセス数 
項目 表示回数 ユーザー 
4 月 7,168 4,597 
5 月 14,381 10,400 
6 月 15,081 10,098 
7 月 11,883 7,464 
8 月 7,578 4,737 
9 月 8,942 5,681 
10 月 11,135 7,057 
11 月 12,030 7,470 
12 月 9,378 5,828 
1 月 8,760 5,447 
2 月 7,498 4,803 

合計 113,834 73,582 

月平均 10,349 6,689 
※太字下線は、年度の最大値。 
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３.２  ページ別アクセス数 

ページ別アクセス数を「ページ別訪問数」でみると、いずれの月もトップページ、消費者向け情

報、事業者向け情報の閲覧数が多くなっている。 
 

図表 13 「食品ロスポータルサイト」ページ別のアクセス数 

 

 
※ピンクセル：アクセス 1 位、水色セル：アクセス 2 位～3 位を示す。 

  

No ページ名称 ページURL 4月 5月 6月 7月 8月 9月
表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー

1 トップページ http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/index.html 2,810 1,639 4,192 2,461 5,687 3,378 4,999 3,007 3,228 1,941 3,783 2,273

2-1 消費者向け情報 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/general.html 2,057 1,348 7,009 5,747 5,569 4,081 3,484 2,152 2,171 1,306 2,624 1,693

2-2 自治体向け情報 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/muni.html 712 466 919 612 1,002 701 866 602 620 429 620 426

2-3 事業者向け情報 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/busi.html 1,094 748 1,492 1,015 2,082 1,382 1,904 1,262 1,039 703 1,333 883

2-4
食品ロスに関する各種
イベント等

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/event.html 74 52 102 58 106 73 101 68 76 55 91 65

2-5
令和5年度 食品ロス削減
推進表彰

https://www.env.go.jp/recycle/fo
odloss/event03.html 141 119 267 190 196 162 41 27 33 27 52 37

2-6
令和4年度 食品ロス削減
推進表彰

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/event02.html 26 25 21 15 27 22 38 31 31 26 22 21

2-7
令和3年度 食品ロス削減
環境大臣表彰

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/event01.html 9 8 14 12 13 8 7 7 10 6 6 5

2-8
コンテスト概要
（Newドギーバッグアイデアコ
ンテスト）

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest.html 151 115 213 168 261 184 255 172 178 122 265 167

2-9 Special talk http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/talk.html 10 9 23 18 13 12 31 23 16 11 38 26

2-10
Special interview(日本
ホテル)

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/interview.html 8 8 4 4 3 3 19 15 7 5 13 12

2-11 Special interview(ルース クリ
ス ステーキハウス 東京)

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/interview02.html 40 39 49 45 29 28 43 37 125 75 61 48

2-12 Online workshop http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/workshop.html 2 2 5 4 3 3 1 1 1 1 0 0

2-13 お知らせ一覧 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/news.html 31 16 61 43 77 53 75 48 36 24 29 21

2-14 プライバシーポリシー http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/privacy.html 0 0 3 3 2 1 0 0 3 3 1 1

2-15 検索 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/search.html 3 3 7 5 11 7 19 12 4 3 4 3

7,168 4,597 14,381 10,400 15,081 10,098 11,883 7,464 7,578 4,737 8,942 5,681上記の合計

No ページ名称 ページURL 10月 11月 12月 1月 2月
表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー 表示回数 ユーザー

1 トップページ http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/index.html 4,822 2,914 4,892 2,878 3,717 2,176 3,468 2,026 2,869 1,738

2-1 消費者向け情報 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/general.html 3,334 2,080 3,529 2,042 2,921 1,770 2666 1601 2513 1601

2-2 自治体向け情報 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/muni.html 805 576 1,201 853 715 462 582 395 544 342

2-3 事業者向け情報 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/busi.html 1,370 913 1,449 1,004 1,280 852 1362 910 1,046 716

2-4
食品ロスに関する各種
イベント等

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/event.html 80 57 98 62 69 40 75 55 76 45

2-5
令和5年度 食品ロス削減
推進表彰

https://www.env.go.jp/recycle/fo
odloss/event03.html 87 46 33 30 22 18 23 19 15 10

2-6
令和4年度 食品ロス削減
推進表彰

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/event02.html 19 16 19 16 19 16 15 13 9 8

2-7
令和3年度 食品ロス削減
環境大臣表彰

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/event01.html 5 5 14 10 8 6 5 5 3 3

2-8
コンテスト概要
（Newドギーバッグアイデアコ
ンテスト）

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest.html 429 310 339 235 253 193 220 162 171 139

2-9 Special talk http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/talk.html 50 39 40 26 19 16 17 13 9 8

2-10
Special interview(日本
ホテル)

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/interview.html 4 4 7 5 15 7 14 10 9 7

2-11 Special interview(ルース クリ
ス ステーキハウス 東京)

http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/interview02.html 50 40 50 41 39 36 43 40 52 43

2-12 Online workshop http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/contest/workshop.html 1 1 3 3 - - - - - -

2-13 お知らせ一覧 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/news.html 56 40 56 36 45 36 32 28 26 20

2-14 プライバシーポリシー http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/privacy.html 2 2 2 2 2 2 - - - -

2-15 検索 http://www.env.go.jp/recycle/foo
dloss/search.html 21 14 11 6 6 5 6 4 6 3

2-16
令和6年度 食品ロス削減
推進表彰

https://www.env.go.jp/recycle/fo
odloss/event04.html - - 287 221 248 193 232 166 150 120

11,135 7,057 12,030 7,470 9,378 5,828 8,760 5,447 7,498 4,803上記の合計

http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
https://www.env.go.jp/recycle/fo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
https://www.env.go.jp/recycle/fo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
http://www.env.go.jp/recycle/foo
https://www.env.go.jp/recycle/fo
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IV. 食品循環資源の再生利用等に係る資料作成 

その他、環境省担当官の指示の下、食品ロス削減を含めた食品循環資源の再生利用等に関する情

報を収集、取りまとめた。主な内容を以下に整理する。 
 

１．家庭系食品ロス削減の事業・実証案の検討 

家庭系食品ロスの着実な削減に向けて、新たな視点での事業・実証案について検討を行った。環

境省担当官の指示のもと、打ち合わせを重ねて、案として下記のように整理した。 
 

図表 14 １．家庭系食品ロス削減の事業・実証案 
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２．家庭系食品ロス発生量の経年変化・増減要因の検討 

家庭系食品ロスの発生状況について、時系列で整理するとともに、増減要因について検討を行っ

た。平成 24 年度（2012 年度）からの家庭系食品ロス発生量のデータを整理するとともに、家庭ご

み収集量、人口等の関連指標を整理、傾向を見るために、2012 年度を 100 として指数化して推移を

整理した。 
過去の家庭系食品ロス量の推計結果について、元データとなる組成調査を実施している市町村数

も少ないことから、同様に扱ってよいかという問題点はあるが、それぞれの項目が基本的には減少

傾向にあり、その減少傾向の傾きは、食品ロス量＞食品廃棄物量＞家庭系ごみ収集量となっている

ことが確認された。 
 

図表 15 家庭系食品ロス発生量の経年変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表 16 2012 年度を 100 とした人口、家庭系収集ごみ量、家庭系食品ロス量の推移 
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図表 17 2012 年度を 100 とした家庭系収集ごみ・食品廃棄物に占める食品ロス量の割合等の推移 

 
 
図表 18 2012 年度を 100 とした１人１日あたりの家庭系収集ごみ、食品廃棄物、食品ロス量の推

移 
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〇（青色）家庭系収集ごみに占める食品廃棄物量

の割合は減少傾向が確認される。

〇（赤色）家庭系収集ごみに占める食品ロスの割合

もバラツキはあるが、減少傾向が確認される。
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〇１人１日あたり家庭系収集ごみ量、食品廃棄物

量のいずれも減少傾向にあり、食品ロス量が減少

（家庭系収集ごみ量はほぼ横ばいとも評価できる）

〇減少傾向（回帰直線の傾き）は、食品ロス量＞食

品廃棄物量＞家庭系収集ごみ。
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３．市町村別の定期報告データの活用 

食品リサイクル法に基づく定期報告は、食品循環資源の再生利用等を促進するために必要な、食

品廃棄物等多量発生事業者（下記「報告の対象」の事業者）の食品廃棄物等の発生量及び食品循環

資源の再生利用等の状況を把握することを目的としている。 
定期報告の結果は、国内の食品産業全体の食品廃棄物等の発生状況、再生利用等の状況等を把握

し、食品ロスの削減を含めた食品廃棄物等の発生抑制、肥料化・飼料化等の食品リサイクル等の促

進を図るための基礎データとして活用するとともに、必要に応じて食品廃棄物等多量発生事業者へ

の指導等を行うために利用される。 
食品リサイクル法に基づく定期報告の対象は、当該年度の前年度において生じた食品廃棄物等の

発生量が 100 トン以上である食品関連事業者となる。 
定期報告データについては、都道府県別の集計に加え、市区町村別の集計が行われているが、市

区町村において十分に活用されているとはいいがたく、現状整理と活用可能性を検討するために、

「市区町村アンケートでの意向調査結果の整理」、「市区町村別定期報告データの活用イメージの検

討（令和 2 年度業務）」、「市区町村別定期報告データの活用例（秋田県モデル事業）」などを整理し

た。整理結果のポイントを以下に示す。 
 

図表 19 市町村別の定期報告データの活用に関する整理結果のポイント 

〇市区町村アンケートからは「活用可能なデータがあれば活用したい」との意見が約４割。「知ら

なかった」との回答が約２割あり、まずは市区町村に向けて情報発信していくことが必要。 
〇都道府県・市区町村において、例えば「食品リサイクルに関する目標設定（再生利用等実施率）」

「食品リサイクル促進のための再生利用の需要先、再生利用事業者とのマッチング支援」、また、

「100ｔ未満事業者発生状況の推計のための基礎資料」として活用されることが期待。 
〇秋田県モデル事業からも、都道府県が活用することで食品廃棄物等の地域別発生状況を俯瞰す

ることができ、食品リサイクル推進の重点地域を特定、市町村と連携して推進すること期待。 
〇民間リサイクル事業者の新規事業検討時の基礎資料ともになりうる。 
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４．食品ロス削減推進計画策定等支援及び食品ロス実態調査支援事業の整理 

環境省が実施する、「食品ロス削減推進計画策定等支援」及び「食品ロス実態調査支援」について

これまでの実績の整理を行った。 
「食品ロス削減推進計画策定等支援」は、食品ロス削減推進計画を策定する都道府県または市区

町村を対象に、食品ロス削減施策の検討、食品ロス発生量や削減ポテンシャルの分析、食品ロス削

減による廃棄物処理への影響評価、その他の環境的側面（CO2 排出量や水資源消費量等）への影響

評価等について技術的支援を行う事業である。 
「食品ロス実態調査支援」は、市区町村における家庭系食品廃棄物・食品ロスの排出状況の実態

把握を含む発生量調査を支援する事業である。食品ロスの組成調査にかかる金額上限 50 万円（税

込）の支援、及び、必要に応じて技術支援を行う。家庭系廃棄物から厨芥類を分類し、当該中に含

まれる食品ロスを把握する。 
令和 5 年度に実施した「食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用の促進の取組に係る実態調査」を

踏まえて、食品ロスの組成調査を実施した実績のある市町村数（372 自治体）を整理した。 
 

図表 20 食品ロス削減推進計画策定等支援及び食品ロス実態調査支援事業の整理 
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５．mottECO を積極的に推進する自治体の整理 

mottECO の推進に向けて、先進的に実施する自治体を調査し、その情報を整理した。 
環境省「令和５年度 食品の消費行動に伴う食品ロス削減対策導入モデル事業」に採択されてい

る「mottECO 普及コンソーシアム 2024」の構成メンバーである東京都杉並区、多摩市、「令和３年

度 mottECO 導入モデル事業」に採択された群馬県に加えて、先進的な取組を行う自治体を整理し

た。 

 
図表 21 ５．mottECO を積極的に推進する自治体の整理 

自治体 取組概要 
北海道札幌

市 
持ち帰り運動を促進するためドギーバッグの試行導入を実施。R4 年度は、市内飲食店

30 店舗に 1,235 個を配布した。 
（https://www.city.sapporo.jp/seiso/foodloss/foodloss.html） 

秋田県 持ち帰り容器に貼付するシール、持ち帰り用紙袋、店舗掲示用ポスター、三角ポップ、

割りばしなどを作成し、県内に「持ち帰り協力店」を募集、100 店舗が登録されている

（令和 7 年 1 月 17 日時点） 
（https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/80900） 

秋田県秋田

市 
食べ残しを減らすための取組にご協力いただいている事業所を「もったいないアクショ

ン協力店」として市民にホームページで紹介しており、合わせて食べ残しの持ち帰りの

可否についても掲載している。 
（https://www.city.akita.lg.jp/kurashi/recycle/1021994/1006188.html） 

石川県金沢

市 
「いいね・食べきり推進店」の取り組みに「持ち帰り希望者への対応」を追加。実施店

舗にはオリジナルグッズ（『お持ち帰り可能』ステッカー、『お持ち帰り可能』メニュー

添付用シール）を進呈。安全な持ち帰りを啓発するコンテンツ（チラシ、動画）を制作。

金沢市食べきれなかった料理の持ち帰りガイドラインを作成。 
（ https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/zeroc/ondankataisaku/syokuhinlosstaisak
u/7495.html） 

兵庫県相生

市 
市内の協力店舗にて、市で作成した「持ち帰りボックス」の設置し、食品ロスの削減・

啓発を行っている。 
（https://www.city.aioi.lg.jp/soshiki/kankyo/food­loss­2024.html） 

 

  

https://www.city.sapporo.jp/seiso/foodloss/foodloss.html
https://www.pref.akita.lg.jp/pages/archive/80900
https://www.city.akita.lg.jp/kurashi/recycle/1021994/1006188.html
https://www4.city.kanazawa.lg.jp/soshikikarasagasu/zeroc/ondankataisaku/syokuhinlosstaisak
https://www.city.aioi.lg.jp/soshiki/kankyo/food
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６．食品循環資源の再生利用等の促進に関する施策・事業の動向の収集・整理 

食品循環資源の再生利用等に関する新たな取組、事業、自治体の施策等について最新動向を定期

的な収集・整理を行った。 
具体的には、インターネット上のニュースサイト等の配信情報から、「食品ロス」「食品リサイク

ル」「食品廃棄物」をキーワードに関連情報を定期的に収集（RSS リーダーを使用）、収集した情報

から、新規性や影響度の大きさ等の観点から、注目すべき取組を抽出し、取組等の類型別にエクセ

ル上に整理した。 
 

図表 22 食品循環資源の再生利用等の促進に関する施策・事業の動向（政策） 

発信日 機関 概要 
2024/4/25 消費者庁 消費者に係る新たな課題の解決に向けた調査研究等に取り組む新未来創造戦略本

部において、「新未来ビジョン・フォーラム」を令和５年１月に立ち上げ。各方
面から考察を収集・整理した「未来の消費生活に関する調査報告書」を取りまと
めた。「持続可能性、倫理性に価値を置く消費」や「健康に価値を置く消費」等
が浸透することが予想されている。 

2024/5/24 宇都宮市 市は、スマートフォン向けアプリ「TABETE」を運営するフードシェアリング
サービス提供事業者「コークッキング」と連携した「フードシェアリングサービ
ス利用促進事業」を開始する。市は店舗側のアプリ登録料を全額補助し、登録を
促す。登録後は商品の売上金の 3 割程度をコークッキングに支払う。 

2024/6/3 東京都 東京都と公益財団法人東京都環境公社は「ゼロエミッション東京」の達成に向
け、サーキュラーエコノミーの実現を目指し、「プラスチック資源循環」「食品
ロス削減」「地域に密着したサーキュラーエコノミーの社会実装」に関する補助
事業の公募・受付を開始。「食品ロス削減」の対象としては 8 つの補助対象事業
の種類が示されている。 

2024/6/17 米国食品医薬
品局
（FDA）、米
国農務省
（USDA）、
米国環境保護
庁（EPA） 

FDA、USDA、EPA は「食品ロス削減と有機物リサイクルに関する国家戦略」を
発表した。国家戦略は、国家目標である「2030 年までの食品ロス 50％削減」の
達成に向けた 4 つの目標と道筋を示す。 
4 つの目標は「食品ロスの防止」「食品廃棄物の防止」「すべての有機廃棄物の
リサイクル率の向上」「食品ロス防止および有機物のリサイクルを奨励・促進す
る政策の支援」である。 
戦略では、FDA、USDA、EPA が優先する行動も提示された。 

2024/5/14 東京都 東京都は、外食産業における食品ロス発生状況や食品ロス削減対策の取組状況等
の実態を把握、食品ロス関連情報等について調査し、具体的な取組を通じて食品
ロス削減に取り組む事業提案を採択した。事業者はレコテック株式会社。食品ロ
ス削減対策等の調査や食品ロス発生量の推計を行うほか、廃棄物計量管理システ
ム（pool システム）を利用した発生状況の把握を行う。 

2024/7/2 シンガポール シンガポールでは食品廃棄物を削減し、食品寄附を促進するための法案が提出・
可決された。「善きサマリア人の法」として知られているものであり、販売等で
はなく、慈善目的で実施される食料の提供を行う団体・個人が対象となり、適切
に管理・提供された寄附食品による受益者の病気の発生等に関する民事・刑事責
任が免除となる。 
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発信日 機関 概要 
2024/8/8 秋田県 秋田県外食時に食べきれなかった食品の「持ち帰り」に関するモデル事業を実

施。飲食店などで食べきれなかった料理の持ち帰り容器を作成し、配布に協力す
る店舗 100 店の募集を開始。実証期間は令和６年 10 月から令和７年１月までと
し、9 月 13 日まで募集を募るとしている。 

2024/8/20 農林水産省 第 9 回 APEC 食料安全保障担当大臣会合がペルーで開催され、食品ロスの防止・
削減、持続可能で強靭なサプライチェーンの構築を通じた食料安全保障の確保等
についての閣僚声明及び関連文書が採択された。 
本会合では、食料安全保障を確保するための「APEC 食料安全保障担当大臣会合
閣僚声明」、「APEC 食料安全保障担当大臣会合議長声明」及び、食品ロスの防
止・削減を促進させるためのアプローチを明確にした「APEC 食品ロス・廃棄の
防止・削減のためのトルヒーヨ原則」が採択された。 

2024/8/23 農林水産省 農林水産省は、加工食品のカーボンフットプリント（CFP）の算定ガイド案の実
証を行い、妥当性が確認されたので公表した。加工食品業界において、GHG 排
出削減に取り組む事業が増加し、CFP 算定の必要性を求める声が高まる中、「み
どりの食料システム戦略」の実現等に向け、「温室効果ガスの見える化作業部
会」を設置し、業界の自主算定ルールの方向性が提案された。この提案を受け、
食品関係事業者等が中心となって、加工食品共通 CFP 算定ガイド案を策定し、
算定実証を行った。 

2024/9/12 広島県広島市 広島市は食品ロスを 2034 年度までに、2023 年度比で 2 割減らす方針を決め
た。削減目標の設定は初めて。そのほか、フードシェアリングの推進や表彰制度
を創設し、市民、事業者の意識や行動の変革につなげる。 

2024/10/11 アメリカ環境
保護庁
（EPA） 

EPA は、リサイクルインフラの整備と食品廃棄物の削減を図るプロジェクトに対
し、総額 1 億 1,700 万ドルを助成する。前者は再利用やリサイクル、堆肥化など
が可能な使用済み素材の収集・輸送などのシステム・プロセスの整備改善プロ
ジェクトが助成対象となる。後者は消費者向け食品廃棄物削減キャンペーンの計
画・実施や家庭での堆肥化を進める教育の促進プロジェクトが助成対象となる。
助成は 2024 年 6 月発表の「食品ロス・食品廃棄物削減および有機物リサイクル
のための国家戦略」の目標実現のためと位置付けられており、EPA の過去 30 年
のリサイクル対策のうち最大額である。 

2025/1/15 宮城県 宮城県は、賞味期限や消費期限が迫った食品を対象に、電子クーポンを配布する
実証実験を 2025 年 1 月 15 日から始めた。3 月 31 日まで石巻市、登米市など 7
市町の 19 店舗で実験し、4 月から県内全域の店舗に拡大する予定。 

2025/1/10 静岡県 静岡県は 2025 年度から、食や健康分野に先端技術を導入し、産業進行と健康寿
命延伸を図る「静岡ウェルネスプロジェクト（仮称）」を始動する。高い技術力
を持つスタートアップと県内企業のマッチングを強化し、食品ロスをはじめとす
る社会課題の解決などを後押しする。特に未来型食品産業の創出が目玉となって
おり、フードテックを活用し、茶殻や酒かすなど未利用食材の活用などの実現を
目指す。 
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発信日 機関 概要 
2024/11/19 COP29 アゼルバイジャンのバクーで開催された COP29 で、11 月 19 日「有機性廃棄物

からのメタン削減宣言」が発表された。同宣言は日本や米国、韓国など 35 か国
が賛同している。同宣言は、米国と EU 主導の下で 2021 年の COP26 で立ち上
げられた世界のメタン排出量を 2030 年までに 2020 年比で少なくとも 30％削減
することを目標とする「グローバル・メタン・プレッジ」の実施を支援するた
め、これまでの COP での取り組みに基づくものとされている。賛同国は NDC
で有機性廃棄物からのメタン削減量のセクター別目標を設定することを表明して
おり、それを達成するための具体的な政策とロードマップを開始することとなっ
ている。 

2025/2/7 北海道 北海道議会は、食品廃棄の減量を目指す「北海道食品ロス削減推進条例」の条例
案を冨原議長に提示した。19 日開会予定の道議会で議員提案し、可決される見
通し。食品ロス削減に特化した条例制定は都道府県で初めて。 

 
 

図表 23 食品循環資源の再生利用等の促進に関する施策・事業の動向（レポート等） 

発信日 団体 概要 
2024/3/27 国連環境計

画
（UNEP） 

食品廃棄指標報告（Food Waste Index Report）が前回の 2021
年に続き、2024 年版が公表された。各国の食品廃棄量のデータ
を大幅に拡大し、小売、外食、家庭部門における測定方法のガ
イダンスが強化されている。 

2024/5/27 環境政策イ
ニシアチブ
（Prevent 
Waste 
Coalition） 

環境政策イニシアチブ（Prevent Waste Coalition）は、廃棄物
枠組み指令に基づく法的拘束力のある食品廃棄物削減目標は実
現可能で、大幅なコスト削減につながるとする報告書を発表し
た。また以下を提言した。 
・製造・加工部門の食品廃棄物の目標はサプライチェーンの下
流部門と同程度にすることが望ましい。 
・家庭・小売・飲食店における 1 人当たりの食品廃棄物を 40％
削減する欧州議会の提案に賛成する。 

2026/6/4 株式会社矢
野経済研究
所 

株式会社矢野経済研究所では、フードロス削減に向けた企業の
取り組みに関する調査を実施。内容としては、①食品ロス削
減・食品リサイクルに関する事業者・サービスの調査、②規格
外野菜等の生産現場（農家、JA 内）で発生する指定野菜 14 品
目の食品ロス発生量の推計を実施。指定野菜 14 品目のロス量合
計は、2022 年で 65 万 3,375 トンと推計され、総収穫量に占め
る構成比は 5.8％となる。 
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発信日 団体 概要 
2024/6/25 株式会社

ファミリー
マート 

株式会社ファミリーマートでは、同社が掲げる環境に関する中
長期目標「ファミマ eco ビジョン 2050」の 2023 年度実績にお
いて、店舗運営に伴う CO2 削減、プラスチック対策、食品ロス
削減の 3 テーマすべてで計画を上回る結果となったことが報告
された。 
同社では食品ロス削減に向けて、①店舗値下げシステム（ファ
ミマのエコ割）、②「てまえどり」の全国店舗での通年展開、
③特殊包装技術（ガス置換方式）による消費期限の延長、④連
絡協議会の立ち上げ（2024 年度より） といった取組を推進し
ている。 

2024/7/17 Closed 
Loop 
Partners
（米国） 

Closed Loop Partners が運営する堆肥化に関するコンソーシア
ムにおいて、堆肥化に係るインフラを拡大し、食品廃棄物の回
収率を高めるための投資提案を含むレポートを公表。アメリカ
では埋立地のコスト上昇、食品廃棄物とメタン排出の関係によ
る気候変動への懸念から、企業や自治体において堆肥化に注目
が集まっている。本レポートでは公的資金・民間資金を地域の
ニーズに適した形で活用することで、堆肥化のボトルネック解
消が可能としている。 

2024/9/11 国立研究開
発法人新エ
ネルギー・
産業技術総
合開発機構
（NEDO) 

NEDO イノベーション戦略センター（TSC)では、フードチェー
ンにおけるデータ活用基盤の整備とデータ活用システムについ
て、その技術開発・導入の方向性を整理し、「フードチェーン
における食品ロスの現状と削減に向けた技術的課題」として公
表。技術開発・導入によって解決が期待できる課題を「需要量
と供給量のマッチング」「商品状態変化への対応」「廃棄物の
再資源化」「家庭における食品在庫の把握」と整理し、特に個
社での対応が難しい「需要量と供給量のマッチング」の解決が
期待されるとしている。 

2024/10/24 立命館大学
理工学部環
境都市工学
科 

立命館大学の重富陽介准教授らのグループは、各種国内統計と
環境システム分析手法により、日本の家庭から発生する食品ロ
スと、それによって発生する CO2 などの温室効果ガス排出量に
ついて解析し、どの世代のどんな食生活によって潜在的にどれ
ぐらいの食品ロスと温室効果ガスが発生しているかを世界で初
めて明示することに成功した。結果は、世代が上がるほど、一
人当たり食品ロス量が増加傾向にあり、29 歳以下と 70 歳以上
載せたいを比べると、約 2.8 倍の差があった。これらの傾向と
人口・世帯数の将来推計から、少子高齢化を反映して食品ロス
は 2020 年以降 2040 年まで減少するが、総人口の減少率ほどで
はなかった。原因は、現時点で食品郎 s が多い高齢世帯が今後
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発信日 団体 概要 
さらに増加するためで、2030 年までの削減目標値に達するため
には、更なるロス対策の必要性が示唆された。 

2024/10/25 ReFED（ア
メリカ） 

食品廃棄物削減に取り組む NPO の米 ReFED は、報告書「米国
における食品ロスと食品廃棄物によるメタンの影響」を刊行し
た。食料システムは、世界の温室効果ガス排出量の最大 3 分の
1 を排出し、食品ロスと食品廃棄物による排出量は 10％を占め
る。また、メタンは主に牛肉と乳製品などの食品の生産から発
生するほか、食品廃棄物は埋立地のメタンの大部分を占め、下
水からも大量のメタンが排出される。ReFED は、食品ロスと食
品廃棄物によるメタン排出を削減する主要解決策として、「有
機物転換インフラ（堆肥化や嫌気性消化法など）の確立」「消
費者の教育と介入」「製造・小売・食品サービス企業による廃
棄物防止戦略」を特定した。 

2024/10/30 公共財団法
人流通経済
研究所 

流通経済研究所は、2012 年から食品メーカー、卸売業者、小売
事業者などで構成される「食品ロス削減のための商慣習検討
ワーキングチーム」を設置し、サプライチェーン上の商慣習の
見直しを推進。メーカーへの実態調査を実施し、納品期限を緩
和する小売事業者（予定含む）は 339 社（前年より 42 社増）、
賞味期限表示の大括り化をした食品メーカーは 350 社（前年よ
り 32 社増）、賞味期限の延長に取り組む食品メーカーは 359 社
（前年より 90 社増）、国の推奨に従って安全係数を 0.8 以上で
設定するメーカーは 469 社（前年より 84 社増）と、商習慣の見
直しが着実に進んでいることが明らかとなった。 

2025/1/1 LIFE 
BIOBEST コ
ンソーシア
ム 

LIFE BIOBEST コンソーシアムは、EU の生ごみ感んリの実施と
改善に向けたガイドライン集を刊行した。廃棄物枠組み指令第
22 条により、2023 年 12 月 31 日までに生ごみを分別回収す
る、もしくは家庭での堆肥化を適用することが EU 加盟国に義
務付けられた。このガイドライン集では、EU の複数地域のベス
トプラクティスを分析し、生ごみ管理の実施と改善に向けツー
ルと情報を地方自治体に提供する。 

 
 

図表 24 食品循環資源の再生利用等の促進に関する施策・事業の動向（実証・新規事業等） 

発信日 団体 概要 
2024/4/18 株式会社 favy

（SaaS 開発
等）、株式会
社ドール 

ドールの規格外品である“Mottainai フルーツ”を販売・利用で
きる飲食店に再流通するスキームを作ることで、流通プロセス
で発生する食品ロスを軽減する取り組み。供給変動に応じた仕
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発信日 団体 概要 
入れネットワーク構築の実証実験、飲食店へのインセンティブ
検討を行う。 

2024/4/24 株式会社ファ
ミリーマート 

「ファミマフードドライブ」として、全国 3,000 を超える店舗
を回収拠点としており、2021 年 4 月から 2024 年 2 月末まで
に、寄付食品の累計が 200 トンを突破した。 

2024/4/26 シナネンホー
ルディングス
株式会社、ロ
スゼロ 

シナネンホールディングス株式会社が運営する東京都港区の事
業所内に、販路を失った食品を設置・販売とともに、ロスの原
因や背景を紹介することで、食品ロスの削減・理解促進を促す
取り組み。設置商品は、3 分の 1 ルールで発生した余剰食品や
季節商品など。現在百貨店で実施している CO2 排出量削減
データをリアルタイムで表示するデジタルサイネージの、本事
業での実用可能性も検証する。 

2024/5/10 ワタミ株式会
社、公益財団
法人 Save 
Earth 
Foundation、
チムニー株式
会社、株式会
社リンガー
ハット、株式
会社元廣、京
都大学生活協
同組合、株式
会社スーパー
ホテル 

ワタミをはじめとする外食４社、小売業、宿泊業の計５社１団
体が京都市内で協働し、食品残渣を飼料化、鶏卵農業にて給
餌、生産される鶏卵を参加企業で買い取る取組が、食品リサイ
クル法に基づく再生利用事業計画（食品リサイクルループ）の
認定を取得した。 

2024/5/14 アヲハタ株式
会社、松浦農
場 

アヲハタ株式会社が製造するジャム・ママレード等の製造過程
で発生する食品残渣を、愛媛県上島町の松浦農場がエコフィー
ドとして養豚飼料に活用する取組。 

2024/4/26 深谷市、栄養
まるごと推進
委員会 

深谷市と栄養まるごと推進委員会が、野菜の皮や根、種など一
般的に捨てられる部分を、イベント参加者と相談しながら、可
食部と非可食部に分けて調理するイベントを開催。調理終了後
廃棄量を計測するほか、野菜くずは野菜だしとして調理し、皮
ごと調理の普及を目指す。 
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発信日 団体 概要 
2024/5/8 ヒルトン ホテルチェーンヒルトンは、英国のホテル 4 軒で廃棄物ゼロ

メニューの提供を始めた。一般的に捨てられてしまう部分や余
剰食品、廃棄予定だった食品を調理に活用する。この取組にお
いて、業務用厨房における廃棄物の削減を支援する AI 対応食
品廃棄物ソリューションを活用し、朝食の廃棄物の削減も実現
している。同時に生活困窮者用の食事提供にも力を入れてい
る。 

2024/5/22 WWF（世界自
然保護基金） 

WWF は農場における食品ロスを推定するツールをリリースし
た。同ツールを使うことで、収穫後の農地や、その後の工程
(加工や包装作業など)で残ってしまう余剰作物(熟した状態ま
で育ったもの)の量を推定することが可能になる。農家や買い
手が、農場における食品ロスの原因と、スコープ 3 の排出な
ど関する影響を特定して対策するのに役立つようアプローチが
取られている。 

2024/5/22 JFE エンジニ
アリング株式
会社、J&T 環
境株式会社、
福岡バイオ
フードリサイ
クル株式会社 

福岡バイオフードリサイクル株式会社は、福岡市において食品
リサイクル発電プラントを建設し、本格的な発電事業を開始し
た。食品廃棄物（最大 100t/日）を発酵させ、察生する根単ガ
スを燃料にして発電を行う。発電出力は、1,560kW、年間想定
発電量は約 12,000MWh。発電された電力は FIT 制度を活用す
るとともに、エネルギーの地産地消を目指す。さらに処理過程
で発生した発酵残渣は肥料として利活用する。 

2024/6/4 仙台市・株式
会社東北バイ
オフードリサ
イクル・協業
組合仙台清掃
公社 

仙台市は 2023 年 11 月に脱炭素先行地域に採択されており、
その一環として、定禅寺通エリアにて食品リサイクル推進モデ
ル事業を開始。本事業では、当該エリア周辺の飲食店において
専用のごみ袋で食品廃棄物を分別・排出し、食品リサイクル専
用車両で収集のうえ、メタンガス化を行う。 

2024/6/6 一般社団法人
大崎町 SDGs
推進協議会・
株式会社オー
クネット・ア
イビーエス 

一般社団法人大崎町 SDGs 推進協議会と株式会社オークネッ
ト・アイビーエスは、大崎町の生ごみ堆肥化ノウハウをデジタ
ル化するための協働実証実験を開始。大崎町はリサイクル率が
日本一であり、生ごみや草木の有機物堆肥化に取り組んでいる
が、堆肥化においては職員の負担・業務の属人化が課題となっ
ていた。本事業では堆肥化工場の堆肥ピットに温度センサーを
設置し、温度変化や攪拌・散水作業のデータを取得・解析する
ことで作業ノウハウのデジタル化を目指す。 
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発信日 団体 概要 
2024/6/4 株式会社寺岡

精工 
株式会社寺岡精工は、計量・ガスフラッシュ包装・自動値付機
能を一体化した、一体型 MAP トレシーラー「LX-5600」を
6/4～6/7 に開催された FOOMA JAPAN 2024 で初公開した。
省スペースな設計で、小売店のバックヤードや小規模な食品工
場への導入も可能になる。MAP 包装による消費期限の延長に
よりフードロスが削減できるだけでなく、計画的な生産・配
送・在庫管理が可能となり、人手不足解消や店舗運営全体の効
率化が実現できる。 

2024/7/5 株式会社 JET 急速発酵乾燥資源化システム「ERS」を製造する株式会社 JET
は、「プラスチック包装された食品廃棄物の処理装置及び処理
方法」において、特許権を取得した新しい技術の実用化に至っ
た。プラスチック包装された食品廃棄物をそのまま ERS に投
入でき、処理後は有機物質とプラスチックがふるいで簡単に分
別できる。この技術により、事前の分別が必要なくなり、相模
や食料株式会社でのモニタリングでは、計画通りリサイクルで
き、業務全体の質が向上した。 

2024/7/3 株式会社ロス
ゼロ、朝日放
送グループ
ホールディン
グス株式会社 

株式会社ロスゼロは、朝日放送グループホールディングス株式
会社の大阪本社・東京支社の両拠点で販路を失った食品を販売
する「ロスゼロ OFFICE」の実証実験を開始した。設置する食
品は、季節性や 3 分の 1 ルールにより販路を失ったお菓子な
ど。各食品のロスの原因は背景も掲示し、利用者の食品ロスへ
の理解も促進する。 

2024/7/22 栃木県・フタ
バ食品株式会
社 

栃木県は事業系食品ロスの削減に向けて、県内の食品製造業者
であるフタバ食品株式会社と実証事業を開始した。事業では、
AI 需要予測による仕入・製造・配送の最適化によって、食品
ロス削減効果と、経費節減等の経営改善効果を検証する。得ら
れた成果は同業他社へ横展開を行う。 

2024/7/9 シダックス大
新東ヒューマ
ンサービス株
式会社、オイ
シックス・
ラ・大地株式
会社 

自治体サービスのアウトソーシングを担うシダックス大新東
ヒューマンサービス株式会社（SDH）は、オイシックス・
ラ・大地株式会社と、2024 年 6 月より、両社共同による食育
プロジェクトを開始した。特にフードロスをテーマとした食育
活動を、SDH が学校給食調理業務を受託する全国の各自治体
の小学校を対象に展開する。 
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発信日 団体 概要 
2024/7/26 信濃毎日新聞

社、ヤマト運
輸株式会社 

信濃毎日新聞社はヤマト運輸株式会社と業務連携し、信州の規
格外農産品を全国に届けるサービス「HELAS オンラインマル
シェ」を開始した。具体的には信濃毎日新聞社が運営するス
マートフォンアプリで農業生産者が出荷できなかった野菜や果
物を、全国の消費者に販売、配送をヤマト運輸が担う仕組み。
長野県は総農家数が全国最多であり、「畑のロス」の有効活用
が地域課題になっていたことが背景にある。 

2024/3/28 パナソニック
株式会社 

パナソニック株式会社は、画像から野菜を AI で認識し、食材
管理をサポートする冷蔵庫を 2024 年 5 月下旬に発売した。本
製品は、アプリと連動して、外出先から冷蔵室・野菜室・冷凍
室の庫内画像を確認でき、買い忘れやダブリ買いを防ぐ。さら
に AI が野菜を自動認識し、日持ち目安に応じて先に消費すべ
き野菜とそのレシピを提案する。また、野菜質を適切な湿度に
保つため、野菜を約 10 日間保存することもできる。 

2024/8/3 株式会社ダイ
ナック、辰巳
環境開発株式
会社、株式会
社グリーン
ファーム 

全国で飲食店運営やケータリングサービスを展開する株式会社
ダイナックは、辰巳環境開発株式会社と株式会社グリーン
ファームと業務提携し、3 者間でリサイクルループを構築す
る。株式会社ダイナックのパーティ料理の仕込み作業で発生す
る食品残渣を、辰巳環境開発株式会社が運搬、堆肥化。契約農
家である株式会社グリーンファームにて堆肥を利用し作物を育
てる。収穫された野菜を関西エリアのケータリング事業で提供
する。将来的には東日本への拡大、バー・レストラン事業への
展開を検討する。 

2024/7/30 東日本旅客鉄
道株式会社、
株式会社えき
まちエナジー
クリエイト、
株式会社ジェ
イアール東日
本物流 

JR 東日本と株式会社えきまちエナジークリエイト、株式会社
ジェイアール東日本物流は、2025 年 3 月下旬に多様な再生可
能エネルギーを活用した「TAKANAWA GATEWAY CITY」を
まちびらきする。その一貫として、東日本エリア初のビルトイ
ン型バイオガス設備を設置し、飲食店等から排出される食品残
渣を発酵させてガス化する。食品廃棄物の約 7 割の減量を見
込むとともに、生成されたガスを燃料としてバイオガスボイ
ラーに使用し、ホテルの給湯における約 10％の熱をまかな
う。 

2024/7/30 株式会社 G-
Place・静岡
県三島市 

自治体向けの業務支援を行う株式会社 G-Place は、2024 年 8
月 13 日付で、静岡県三島市と食品ロス削減に関する連携協定
を締結。三島市は「三島市フードロスゼロ推進店」認定制度を
創設し、推進店の募集を開始し、G-Place は、この制度の普及
拡大を支援するため、フードシェアリング推進サービス「タベ
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発信日 団体 概要 
スケ」を無償提供し、同市の食品ロス削減およびごみ減量の取
り組みをサポートしていく。 

2024/8/23 株式会社ロー
ソン、三重県
鈴鹿市、フー
ドバンクすず
か 

株式会社ローソンは、物流センターにおいて、店舗への納品期
限を迎えたが賞味期限は残っている食品を、三重県鈴鹿市及び
フードバンクすずかを通じて、支援を必要としている家庭に届
ける「こども宅食」を実施する。ローソンの PB 商品のほか、
タンブラーやバッグなどの日用品計約 15,300 個を、三重県鈴
鹿市内の 300 世帯に 9 月 1 日から届ける。 

2024/8/27 株式会社ナ
チュラルエナ
ジージャパン 

株式会社ナチュラルエナジージャパン（秋田市）は、2024 年
3 月 28 付で、農林水産省・経済産業省・環境省から、メタン
化事業での再生利用事業者としての登録を受けた。この登録に
より秋田市外からの事業系一般廃棄物（食品廃棄物）について
も受入れが可能となる。 

2024/9/4 オイシック
ス・ラ・大地
株式会社 

オイシックス・ラ・大地株式会社が展開する、アップサイクル
商品を開発・販売する「Upcycle by Oisix」は、一般社団法人
サステナブル経営推進機構が主催する「第 7 会エコプロア
ワード」において「農林水産大臣賞」を受賞した。受賞理由と
しては、「アップサイクル食品のブランド化に取り組み、企業
と協業しオリジナル商品開発を行ってきた点」「自社サプライ
チェーンだけでなく、様々な主体とのつながりを構築した点、
自社の事業でできる対策をよく考えた活動である点」が挙げら
れた。 

2024/9/12 ユナイテッ
ド・スーパー
マーケット・
ホールディン
グス株式会社 

ユナイテッド・スーパーマーケット・ホールディングス株式会
社は事業会社であるマックスバリュ関東株式会社の店舗におけ
る食品リサイクルの取組について 2024 年 8 月 28 日付で「再
生利用事業計画」の認定を取得。マックスバリュ 2 店舗で分
別した食品循環資源を株式会社要興業が運搬し、株式会社アル
フォに搬入して飼料化、有限会社アリタホックサイエンス）で
はその配合飼料を給餌し育てた豚を、株式会社恋する豚研究所
を通じて正肉化し、上記マックスバリュ店舗で販売する計画と
なっている。 

2024/9/17 ハルモニア株
式会社、株式
会社デリシア 

食品スーパーを運営する株式会社デリシアが、様々な業界でプ
ライシングの支援を行うハルモニア株式会社が開発した
「Harmonia ロスフリー」を活用した取り組みにより、導入１
～２ヶ月で約３割の食品ロス削減（値引きロス＋廃棄ロスを達
成。Harmonia ロスフリーによるデータの可視化・値引施策の
改善だけでなく、製造数量の最適化、商品企画へのフィード
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発信日 団体 概要 
バック、現場スタッフの意識変化等、包括的な取組が成功につ
ながったとしている。 

2024/9/27 ネッスー株式
会社、東京海
上日動株式会
社 

東京海上日動が 2024 年 10 月より募集する「食品ロス削減推
進特約」に、ネッスー株式会社のマッチング・物流昨日を提供
する事業連携を開始した。「食品ロス削減推進特約」は保管
中・加工中・輸送中の商品ロットの一部に損害が生じた際に、
品質上の問題がない食品を再販や寄附の二次流通を手配するこ
とで生じた二次流通費用、二次商流への転売益を差し引いた貨
物損害を補償する。ネッスー株式会社は、①食品の検品を行
い、活用できる商品を特定したうえで保管②活用できる食品の
こども食堂や困難を抱える子育て世帯にマッチング③提供先へ
の商品の配送を担う。 

2024/8/13 Divert Inc.
（アメリカ） 

食品廃棄物スタートアップ Diver Inc.（アメリカ）は、アメリ
カの食品廃棄物ゼロ連合（ZFWC）及びハーバード大学ロース
クール食品法政策クリニックと連携し、全米各州の食品廃棄物
関連法及び法案の状況を整理したホームページ「食品廃棄物法
トラッカー」を開設した。すでに施行された食品廃棄物法だけ
でなく、立案が進行中の州法に関する情報を網羅している点が
特徴。 

2024/10/8 株式会社コー
クッキング、
株式会社
SPACER 

株式会社コークッキングの展開する「TABETE」が株式会社
SPACER（東京都中央区）が運営するスマートロッカーと連携
し、TABETE 加盟店で営業時間宗隆吾に余ってしまう食品も
駅のスマートロッカーで受取ができるサービスを 10 月 21 日
（月）から開始した。現在は東京都、埼玉県、大阪府における
一部のロッカーで展開するが、将来的には受けとりができる
ロッカーのエリアを拡大する予定。 

2024/10/25 学校法人大和
学園京都調理
師専門学校、
商業施設京都
ファミリー、
株式会社
Mizkan 
holdings、京
都市 

学校法人大和学園京都調理師専門学校は、商業施設京都ファミ
リー、株式会社 Mizkan holdings、京都市と食ロスゼロプロ
ジェクトをテーマとしたキャンペーン「「もったい鍋」で旬を
おいしく食べつくそうキャンペーンに参画した。「もったい
鍋」はミツカンと京都市が 2020 年より実施している、食品ロ
スになりやすい野菜の使い切りを促進する普及活動で、京都調
理師専門学校はオリジナルレシピを公安した。これらレシピは
京都ファミリーの生鮮食品を扱う、京マルシェ各店で提示され
る。 
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発信日 団体 概要 
2024/10/24 株式会社 JR

東日本クロス
ステーショ
ン、株式会社
J バイオフー
ドリサイクル 

株式会社 J バイオフードリサイクル（J バイオ）は、駅ビルや
エキナカ等から排出される食品廃棄物をリサイクルし、電気や
農作物にリサイクルしているが、株式会社 JR 東日本クロスス
テーションは、運営する施設において、使用する電力を自社で
排出した食品廃棄物から創られたバイオガス由来の電力を含む
実質再エネ電力に切り替えることで、「電力リサイクルルー
プ」を実現する。また、Ｊバイオで生産した肥料で生育した野
菜を、東京駅において、販売・提供することで、「農業リサイ
クルループ」も実現する。 

2024/10/23 株式会社ファ
ミリーマート 

株式会社ファミリーマートであｈ、消費期限のせまったおむす
びや弁当に貼る値下げシールのデザインを、キャラクターの表
情とメッセージの入ったデザインに変更することで、従来の値
引きシールと比較して、購入率が上がるか検証する実証実験
を、2024 年 10 月 30 日から 11 月 26 日までの 4 週間、東京都
と神奈川県の一部店舗で実施する。 

2024/10/22 株式会社ビ
ビッドガーデ
ン 

「食べチョク」を運営する株式会社ビビッドガーデンは、環境
省の「デコ活」推進事業において、代表事業者として採択され
た。本事業では、消費者が食品ロス削減への貢献を実感し、行
動変容を促進するため、売場との連携やポイント制度を活用し
たインセンティブ設計のモデル構築に取り組む。将来的には大
手小売業者や食品メーカーが参画しやすい仕組を構築し、国民
全体に波及する運動へと発展させることを目指す。 

2024/10/30 株式会社ファ
ミリーマー
ト、コカ・
コーラボト
ラーズジャパ
ン 

株式会社ファミリーマートとコカ・コーラボトラーズジャパン
株式会社は、10 月の食品ロス削減推進月間にあわせて、コ
カ・コーラボトラーズジャパンで余剰在庫となったペットボト
ル製品 120 ケース（500mLPET など 2,880 本）を、「ファミ
マフードドライブ」を通じて、全国 12 カ所の子ども食堂や
フードパントリーへ寄贈する取組を開始した。2023 年に続い
ての実施で、今年は寄贈先を 10 カ所から 12 カ所に拡大し、
毎月 1 カ所に寄贈を行う。 

2024/11/11 ネッスー株式
会社、株式会
社ライフコー
ポレーショ
ン、一般社団
法人サステナ
ブルフード

ネッスー株式会社は株式会社ライフコーポレーション、一般社
団法人サステナブルフードチェーン協議会と連携し、農産品・
日配食品寄贈モデルの実証試験を実施。同実証試験では、小売
店で賞味期限・消費期限が短い等の理由で生じる食品ロスを、
こども食堂等の団体やひとり親世帯等に寄贈するシステムの構
築を検討。中間結果として、実証 1 か月において、農産品 約
78kg（402 点）、日配食品 約 37kg（169 点）の食品寄贈を実
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発信日 団体 概要 
チェーン協議
会 

現。寄贈対象となった商品のうち約 63%が活用につながって
いる。 

2024/11/20 大東文化大
学、笛木醤油
株式会社、霜
里農場 

大東文化大学と笛木醤油株式会社、霜里農場では、産業廃棄物
として処理されている醬油絞り粕と規格外の有機野菜を活用し
た漬物メニュー開発による食品ロス削減のための共同プロジェ
クトを始動。 

2024/11/21 アサヒ飲料株
式会社、株式
会社伊藤園、
キリンビバ
レッジ株式会
社、コカ･コー
ラ ボトラーズ
ジャパン株式
会社、サント
リー食品イン
ターナショナ
ル株式会社 

アサヒ飲料株式会社、株式会社伊藤園、キリンビバレッジ株式
会社、コカ･コーラ ボトラーズジャパン株式会社、サントリー
食品インターナショナル株式会社の清涼飲料会社 5 社では、
物流 2024 年問題や脱炭素、食品ロス削減等の社会課題を飲料
業界での協働領域として捉え、上記課題の解決に向け、飲料業
界『社会課題対応研究会』を発足。当研究会は、個社単位では
解決が難しい社会課題を各社が協働することで、課題の共通認
識や対応の検討を行い、社会課題の改善に繋げることを目的と
している。具体的な取組については今後検討予定とされてい
る。 

  三菱電機株式
会社 

三菱電機は新たな冷凍機能「できちゃう V 冷凍」を搭載した
冷蔵庫を 2024 年 12 月中旬に発売する。この機能によって、
野菜を冷凍保存した後、その日の献立にあわせて簡単に野菜の
サイズを調整して、すぐに料理に使える用になる。また、野菜
を冷凍保存することで保存期間が延長され、無駄なく使い切れ
るようにもできる。 

2024/12/6 株式会社イン
ターホール
ディングス等 

国内における食品ロスゼロの実現に向け、最先端のテクノロ
ジーを活用するスタートアップ企業・大手企業約 30 社による
「食品ロスゼロテクノロジー協議会」を発足した。環境問題の
改善、国民の健康維持、財政負担の軽減を目的に、高い目標水
準の設定や、食品ロス削減に向けた制度設備などの政策提言を
行っていく。 

2024/12/3 株式会社ファ
ミリーマート 

株式会社ファミリーマートが取り組む「ファミマフードドライ
ブ」が、「令和 6 年度気候変動アクション環境大臣表彰（主
催：環境省）」の普及・促進部門（緩和・適応分野）におい
て、最高位である「対象」を受賞した。 
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発信日 団体 概要 
2024/12/25 株式会社ファ

ミリーマート 
株式会社ファミリーマートは、おむすびや弁当などの中食商品
に貼る値下げシールを、涙目のキャラクターやメッセージの
入ったデザインに変更することを決定した。東京都と神奈川県
の一部店舗で 4 週間じっしした実証実験では、イラストと
メッセージを掲載したシールに変更することで、値下げ商品の
購入率が 5 ポイント向上した。これを全国の店舗に拡大した
場合、店舗における食品ロスを年間で約 3,000 トン削減する効
果が見込まれる。 

2025/1/22 エイチ・
ツー・オー 
リテイリング
株式会社、一
般社団法人
フードサル
ベージ、株式
会社地球
Labo 

エイチ・ツー・オー リテイリング株式会社（大阪市北区）
は、一般社団法人フードサルベージ、株式会社地球 Labo とと
もに、2025 年 1 月、食品ロス削減と食への新たな向き合い方
の共創を目指す共同プロジェクト「食とわ」を立ち上げた。
2022 年兵庫県川西市で始まった食品廃棄ゼロエリアプロジェ
クトでの取組をベースに、同市や宝塚市、梅田エリアを中心に
食品廃棄物を生まない循環型社会の実現を目指していく。主な
取組としては、家庭用コンポストの実践や、サルベージ・パー
ティの実践などである。 

2025/1/1 近畿農政局、
ヤマト運輸株
式会社 

ヤマト運輸株式会社関西統括と近畿農政局は、近畿管内におけ
る食品の効率的な運送等について連携することに合意し、令和
7 年 1 月 20 日に包括的連携協定に関する協定の締結式を開催
した。近畿農政局が食品事業者およびフードバンク団体からの
情報集約と双方のマッチングを担い、ヤマト運輸が未利用食品
の配送を手がける。 

2025/2/7 アサヒ飲料株
式会社、九州
産業大学、一
般社団法人日
本食品分析セ
ンター、株式
会社明治、九
州大学 

アサヒ飲料株式会社、九州産業大学、一般社団法人日本食品分
析センター、株式会社明治、九州大学は、「第 7 回日本オー
プンイノベーション大賞」において、農林水産大臣賞を受賞し
た。「MALDI-TOF MS」という質量分析装置を利用した微生
物同定において、微生物データベースを構築することで、微生
物同定の制度・同定率を高め、食品の安全性確保および賞味期
限延長に向けた商品設計に役立てることで食品ロスの削減を目
指す。 

2025/2/5 株式会社クラ
ダシ、株式会
社小田急百貨
店 

株式会社クラダシ（東京都品川区）は株式会社小田急百貨店
（東京都新宿区）と連携し、「リミール（Re:Meal）」を 2 月
5 日に開設した。本サイトでは、「規格外」「期限間近」「イ
ベントが過ぎてしまった季節物」といった商品をお買い得価格
で紹介。売り上げの一部は社会貢献活動の支援に活用される。 



 

187 
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2025/2/4 一般社団法人

最愛の食卓 
一般社団法人最愛の食卓は、日本で初めて”調理済みの食事の
再分配”に取り組む「かんしょくプロジェクト」をスタートす
る。社員食堂やホテルのビュッフェなどで作りすぎてしまった
食事を、必要とする人々に無償で提供する。第 1 弾として東
京都が居場所づくりとして取り組む「東京みんなでサロン」と
連携し、2025 年 2 月 18 日から都営住宅にて本格実施を予定
している。 

2025/1/30 ポケットサイ
ン株式会社 

ポケットサイン株式会社（東京都新宿区）は、食品ロスと地域
経済の活性化を目的とした新サービス「ポケットサインフード
ロスクーポン」を開発し、1 月 15 日より宮城県にて実証実験
を開始した。本サービスでは、自治体や商工会議所が招待した
店舗が、余った商品をお得に提供できる割引クーポンを発行
し、住民に活用してもらう仕組を提供。店舗は年代や性別に
よって適切な住民に対して効率にクーポンを届けることがで
き、住民は生活県内で利用できるクーポンを簡単に見つけるこ
とができる。 
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リサイクル適性の表示：印刷用の紙にリサイクルできます 
この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断の基準にし

たがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料［Ａランク］のみを用いて作製しています。 
 


